
第 26 回納本制度審議会議事録 

 

日 時： 平成 27 年 9 月 4 日（金）午前 10 時 00 分～10 時 45 分 

場 所： 国立国会図書館東京本館 3 階総務課第一会議室 

出席者： 中山信弘会長、福井健策会長代理、石﨑孟委員、 

植村八潮委員、江上節子委員、遠藤薫委員、相賀昌宏委員、

角川歴彦委員、斎藤誠委員、永江朗委員、根本彰委員、 

藤井武彦委員、佐々木隆一専門委員、三瓶徹専門委員、 

樋口清一専門委員 

 

 

会次第：1 委員の委嘱の報告 

2 納本制度審議会の目的及び構成 

3  代償金部会所属委員の指名の報告 

4  会長の選出 

5  会長の挨拶 

6  会長代理の指名 

7  大滝国立国会図書館長の挨拶 

8  オンライン資料の補償に関する小委員会の設置について 

9 事務局からの報告 

(1）平成 26 年度出版物納入状況、平成 27 年度代償金予算及び平成 26 年度

代償金支出実績 

(2)オンライン資料収集制度の運用状況 

10  今後の日程について 

 

配布資料： 

（資料 1）第 25 回納本制度審議会議事録 

（資料 2）納本制度審議会委員・専門委員名簿 

（資料 3）納本制度審議会の構成 

（資料 4）オンライン資料の補償に関する小委員会の設置について（案） 

（資料 5）資料別納入実績（最近 3 年間） 

（資料 6）納入出版物代償金 予算額と支出実績（最近 5 年間） 

（資料 7）オンライン資料収集制度の運用状況について 

（資料 8）今期納本制度審議会の主な審議事項について 

（資料 9）国立国会図書館法（昭和 23 年法律第 5 号）（抄） 

（資料 10）納本制度審議会規程（平成 9 年国立国会図書館規程第 1 号） 

（資料 11）納本制度審議会議事運営規則（平成 11 年 6 月 7 日納本制度審議会制定） 

（資料 12）国立国会図書館法によるオンライン資料の記録に関する規程（平成 25 年

国立国会図書館規程第 1 号） 

（資料 13）国立国会図書館法第 25 条の 4 第 4 項に規定する金額等に関する件（平成

25 年国立国会図書館告示第 1 号） 

（資料 14）国立国会図書館法第 25 条の規定により納入する出版物の代償金額に関す

る件（昭和 50 年国立国会図書館告示第 1 号） 

平成 28 年 3 月 23 日 

第 27 回納本制度審議会 

資料 1 
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議事録： 

（開会） 定足数の確認等 

 

収集書誌部長： 定刻となりましたので、第 26 回納本制度審議会を開催いたします。

本日は、委員の皆様にはお忙しいところ御出席くださいまして、誠に

ありがとうございます。国立国会図書館収集書誌部長の大曲でござい

ます。御案内のとおり、この 7 月 1 日付けで第 9 期の審議会委員の委

嘱をさせていただきました。本日は委嘱後の最初の審議会でございま

すので、互選となっております会長が選出されるまでの議事につきま

して、私が進行役を務めさせていただきます。 

なお、第 9 期発足に当たっての国立国会図書館からの御挨拶につき

まして、後ほど館長の大滝が参りますのでその際にさせていただくと

して、私は速やかに議事に入らせていただきますので、御了解くださ

い。 

まず、本日は 15 名の委員中、御覧のとおり 12 名の方々に出席いた

だいておりますので、定足数は満たされております。 

会の次第と資料につきましては、机上に御用意したとおりでござい

ます。審議中、もし資料の欠落等に気づかれましたら、事務局にお知

らせください。 

それでは、会次第を進めさせていただきます。 

 

 

（会次第 1）委員の委嘱の報告 

 

収集書誌部長： 会次第の 1、委員の委嘱について御報告させていただきます。 

まず、お手元の資料のうち、資料 1 は、これは前回の議事録でござ

いまして、すでに前回審議会当時の全委員に御確認いただいた上、公

表もしているものですので、本日この場では扱いません。 

資料の 2 を御覧ください。こちらに第 9 期の委員を載せてございま

す。このうち新規に委嘱させていただいた委員の方につきまして、僭

越ながら私から、五十音順に紹介させていただきます。 

〔収集書誌部長から、新規委嘱委員・専門委員の紹介〕 

 委員の任期は、2 年とされておりますので、平成 29 年 6 月 30 日ま

でとなります。何卒よろしくお願いいたします。 

 

 

（会次第 2）納本制度審議会の目的及び構成 
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収集書誌部長： 続きまして、会次第の 2 に入ります。新しい委員もいらっしゃいま

すので、審議会の目的等につきまして、改めて説明させていただきま

す。 

〔資料 3 に基づき説明〕 

 

 

（会次第 3）代償金部会所属委員の指名の報告 

 

収集書誌部長： 続きまして、会次第の 3 に入ります。代償金部会所属委員の指名の

御報告です。資料の 2 にお戻りいただけるでしょうか。代償金部会所

属委員は、委員の委嘱と同日の 7 月 1 日付けで、7 名の方にお願いい

たしました。資料にありますとおり、石﨑委員、江上委員、相賀委員、

斎藤誠委員、斉藤正明委員、根本委員及び福井委員でございます。 

 本日は、審議会の終了後に、部会の開催も予定されているところで

ございます。よろしくお願いいたします。 

 

 

（会次第 4）会長の選出 

 

収集書誌部長： それでは、会次第 4 の、会長の選出に入らせていただきます。この

手続は、委員の方の互選となっております。どなたか御推薦をお願い

いたします。 

委員：      前期に引き続きまして、中山信弘委員にお願いしたいと考えますが、

いかがでしょうか。 

委員一同：   異議なし。 

収集書誌部長： 御異議がないようですので、中山委員が会長に決定いたしました。 

 

 

（会次第 5）会長の挨拶 

 

会長：     中山信弘です。引き続き会長を務めよとのことですので、委員の皆

様の御協力、御助言を得まして、務めてまいりたいと思います。よろ

しくお願いいたします。 

 なお、傍聴の方は、メモをとることは差し支えございませんが、録

音及び写真撮影については、御遠慮くださいますよう、御協力をお願

いします。 
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（会次第 6）会長代理の指名 

  

会長：     続いて、会次第 6 の、会長代理の指名に移ります。納本制度審議会

規程第 5 条第 3 項によれば、「会長に事故があるときは、会長があら

かじめ指名する委員が、その職務を代理する」こととなっております

ので、福井委員を会長代理に指名いたします。福井委員、よろしくお

願いいたします。 

委員：     はい、承りました。 

 

 

（会次第 7）大滝国立国会図書館長の挨拶 

 

会長：     会次第の 7 に入ります。国立国会図書館長から御挨拶をいただくこ

とになっております。大滝館長よろしくお願いいたします。 

館長：     国立国会図書館長の大滝則忠でございます。このたびは、皆様方に

は、大変御多忙にもかかわらず、第 9 期の国立国会図書館納本制度審

議会の委員をお引き受けいただき、誠にありがとうございます。また、

本日は、御多用中のところ、当審議会に御出席いただき、重ねて御礼

申し上げます。ただいま選出された中山会長、福井会長代理には、ど

うぞよろしくお願いいたします。 

法律に基づく納本制度等による資料の収集は、申すまでもなく、国

立国会図書館の使命に照らして、館が果たすべきあらゆる活動の基盤

となるものであり、国会及び国民等に対して資料アクセスを保障する

ために不可欠なものであります。これらの制度の改善及び適正な運用

のため、何卒よろしく御指導、御鞭撻を賜りますよう、お願いいたし

ます。 

さて、当審議会におきましては、近年、電子書籍などのオンライン

資料の制度的な収集について、継続的に御審議をいただいており、そ

の御審議の結果に基づき、段階的に制度の整備及び運用を進めさせて

いただいております。 

まず、無償で技術的な制限なく配信されているオンライン資料につ

きましては、平成 25 年 7 月から制度的な収集を始め、2 年を経過いた

しました。今後も着実に収集を進めてまいりたいと存じます。次に、

有償で配信されているオンライン資料につきましては、当審議会にお

ける御検討の方向性を踏まえ、出版諸団体との協議を重ねて、本年末

を目途に、出版界・著作者等の関係者の御理解と御協力のもと、収集

に関する調査研究と国立国会図書館施設内での利用の実際的在り方を

探るための実証実験を行う予定でございます。 
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社会における電子書籍市場は、年々拡大しているところでございま

す。国立国会図書館といたしましても、国の文化的資産として、電子

書籍などのオンライン資料を後世に引き継いでいくことができるよう、

制度的な収集の実現に向け、今後とも努力を重ねる所存でありますの

で、当審議会におかれましても、引き続きの御審議をお願いいたしま

す。 

一方、紙媒体などの出版物の納本制度の運用につきましても、この

2 年間、当審議会での御審議を受け、日本出版取次協会の御尽力もあ

り、督促を経ずに納入される出版物の割合が大きく増加してまいりま

した。納本制度により出版物を網羅的に収集することの重要性を認識

し、今後とも制度運用の改善に努めてまいる所存であります。 

皆様方には、中山会長のもと、第 9 期審議会の場で、御経験と御知

見に基づく多様な御意見を交換していただき、納本制度等の一層の充

実、円滑な運用に向けて御審議いただきますよう、よろしくお願い申

し上げます。 

事務局の国立国会図書館といたしましても、委員の皆様方の御指導、

御鞭撻を賜りつつ、当審議会の事務に当たらせていただく決意でござ

います。 

このところ残暑も厳しく、気候の安定しない日々が続いております。

委員の皆様方におかれましては、一層御自愛のほどお祈り申し上げ、

第 9 期審議会の発足に当たりましての御挨拶とさせていただきます。 

 

 

（会次第 8）オンライン資料の補償に関する小委員会の設置について 

 

会長：     当審議会では、第 21 回納本制度審議会において諮問を受けた「平成 

22 年 6 月 7 日付納本制度審議会答申『オンライン資料の収集に関する

制度の在り方について』におけるオンライン資料の制度的収集を行う

に当たって補償すべき費用の内容について」専門的見地から調査審議

させるために、「オンライン資料の補償に関する小委員会」を設置し、

平成 24 年 3 月に中間答申の原案をとりまとめております。資料の 4

をご覧ください。 

 先ほどの大滝館長からの挨拶にありましたように、引き続き最終答 

申についてとりまとめるようにとの依頼を頂戴したところです。 

        今期の納本制度審議会では、収集したオンライン資料に対する補償 

の在り方については、電子書籍の製作及び流通の実情を把握し、法的、

技術的な面で専門的事項について調査審議する必要があるという観点

から、この小委員会において更なる調査審議を進めたいと存じます。 
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また、この所属委員といたしまして、植村委員、遠藤委員、斎藤誠

委員、永江委員、根本委員及び福井委員にお願いします。専門委員か

らは、佐々木様、三瓶様と樋口様にお願いいたしまして、小委員長に

は福井委員を指名したいと存じます。この点について、御異議はござ

いませんでしょうか。 

委員一同：   異議なし。 

会長：     よろしいでしょうか。ありがとうございます。福井小委員長をはじ

め、小委員会に所属する委員、専門委員の方々には、調査審議をよろ

しくお願いいたします。それでは、福井小委員長から一言お願いいた

します。 

委員：     ただいま御指名をいただきまして、小委員長を務めさせていただき

ます。オンライン資料の収集・補償の在り方については、出版界の皆

様と国立国会図書館サイドの協議が継続している最中です。継続性と

いう観点からの指名ということで理解しております。所属の委員・専

門委員の方々の御協力を得て、検討を行ってまいりたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

会長：     ありがとうございました。よろしくお願いいたします。小委員会の

名簿につきましては、この後、事務局から配布してもらいます。 

       〔事務局から小委員会名簿を各委員に配布〕 

 

 

（会次第 9）事務局からの報告 

 

会長：     続いて、会次第の 9 に移ります。事務局から、2 点の報告があるそ

うです。まず 1 点目は、平成 26 年度の出版物納入状況等についての報

告です。よろしくお願いします。 

事務局：   〔平成 26 年度出版物納入状況、平成 27 年度代償金予算及び平成 26

年度代償金支出実績について、資料 5、6 に基づき説明〕 

会長：     ありがとうございました。次の報告は、オンライン資料収集制度の

運用状況についてです。こちらも事務局からの報告をお願いします。 

事務局：     〔オンライン資料収集制度の運用状況について、資料 7 に基づき説明〕 

会長：     ただ今の事務局からの報告について、何か御質問や御意見はありま

すか。 

委員：     オンライン資料という言葉の定義が気になっています。どのような

ものがオンライン資料として収集の対象となるのか、もう少し、説明

をお願いします。 

事務局：    ウェブサイト上に様々な情報が流通していますが、民間で発信して

いるウェブ上の情報のうち、図書や逐次刊行物に相当する内容を持っ
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たもの、ファイル形式でいうと PDF、EPUB、DAISY のような形式で流通

しているもの、又は標準的な識別子 ISBN、ISSN、DOI が付与されてい

るものをオンライン資料として制度収集の対象としています。具体的

には、民間企業の論文、各種報告書、私立大学で発信している論文や

報告書の類です。 

委員：      図書と論文に対応する、というのはわかりますが、境界線上のもの

もいろいろとあるのではないかと思います。定義については、この後

の全体の議論にも関わってくるのでお聞きしました。 

事務局：    資料 27 ページの国立国会図書館法第 25 条の 4 で、オンライン資料

の収集について規定しています。また、資料 36 ページに国立国会図書

館法によるオンライン資料の記録に関する規程第 1 条が掲載されてお

り、ここでオンライン資料の定義が規定されております。 

委員：      規程の第 1 条で定義について規定されているということで了解しま

した。 

会長：     他に御意見や御意見はございますか。よろしいでしょうか。それで

は、次に進みたいと思います。 

 

 

（会次第 10）今後の日程について 

 

会長：     会次第の 10 に入ります。今後の日程について事務局から説明をして

いただきます。 

収集書誌部長： はい。では、今後の日程につきまして御説明いたします。資料の 8

をご覧ください。 

        今期納本制度審議会の主な審議事項としては、オンライン資料の補

償に関する事項と、納入の一括代行事務に要する金額の改定に関する

事項があります。納入一括代行手数料の改定については、本日の納本

制度審議会終了後、引き続き代償金部会を開催し、審議をお願いした

いと思います。 

        次回、第 27 回の納本制度審議会は、来年度の開催を予定しておりま

す。 

小委員会については、今年度中の開催を予定しております。 

いずれも、具体的な日程につきましては事務局から改めて御相談さ

せていただきます。 

 

 

（その他） 
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会長：     予定されている議題や報告は以上で終了いたしましたが、何か御意

見、御質問等はございますか。 

委員：     オンライン資料について、定義はわかったが、どのような分野を集

めるのか、また、収集するのが目的なのか、利活用するのが目的なの

かがわからないのですが。 

事務局：    これまで、物理的に形態のある紙やパッケージ系電子出版物を納本

制度に基づき国民共有の文化財として収集し、保存し次の世代に継承

するということを行ってきました。現在、物理的な形態を持つものか

ら、オンライン情報へと媒体が移り変わっていく中で、オンライン情

報についても国民共有の文化財として収集し、保存していく必要があ

るということで、収集の制度化を進めています。 

委員：     私はオンライン資料の補償に関する小委員会の委員長を務めてきた

ので、これまでの議論を紹介しますと、何を収集対象にするかという

話は審議会や小委員会でもかなりあったと記憶しています。ウィキペ

ディアやケータイ小説なども含めて収集、保存するという、インター

ネットアーカイブ的なものを目指すという意見もあり、個人的にはそ

のような意見に賛成でした。しかし、議論を進めていくと、それらを

網羅的に収集対象とするには、人手、予算、様々な権利処理といった

制約があることが明らかとなり、まずはできることをやっていこうと

いう話になりました。例えば、紙で出ているジャーナルが電子に移行

してしまい、紙では出さなくなるケースが増えており、その場合、納

本制度の収集対象外となり消え去ってしまう。まずはこのような、こ

れまでは納本制度で収集できたものについては、収集から漏れるのを

防ぐということからスタートしていこう、そこから収集範囲を広げて

いこう、というコンセンサスができあがったように思います。 

 ちょうど手元に、今年 3 月に開催されたオンライン資料の補償に関

する小委員会で配布された、有償オンライン資料収集実証実験事業に

ついての補足説明資料があり、その中で実証実験の対象となる電子書

籍・雑誌の説明がされています。参照させていただくと、「現在の法

制度上の収集対象となっている電子書籍・雑誌等と同じ範囲を想定し

ています。具体的に対象となるのは、①EPUB、PDF 又は DAISY で作成

されたもの、及び②①以外のファイル形式で作成されたもののうち

ISBN、ISSN 又は DOI が付与されたものです。ただし、(A)データベー

ス、(B)紙版の図書・雑誌・新聞と完全に同一版面のもの、(C)音楽や

動画などが埋め込まれたものは、対象外として想定しています。」と

記述されています。現在の制度収集も基本的には、紙と同じものとい

うより、紙から電子に移行したもの、電子で最初から紙の出版物に類

するものとして出されているものを集めることを主眼として行ってい
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ると思います。そのため、できるだけ紙と電子で重複を避けるように

収集しているというように理解しておりました。 

事務局：    電子と紙の両方の形態で出ているものについては、両方を集めてい

ますので、一部は重複もあります。 

委員：     文藝家協会でも深刻な問題となってきていて、別冊文藝春秋が完全

電子化してしまいました。井上ひさしさんなどは別冊文藝春秋の掲載

を経て直木賞を受賞しているが、もう紙では入手できないことになり

ます。協会で毎年年鑑を作っているが、その元資料が紙ではもう手に

入らないので、どう対応しようか考えているところです。角川さんの

ところの週刊アスキーも完全電子化しました。ビジネスの方が先行し

ているので、有償オンライン資料の収集制度化を急ぎ足でやっていか

ないといけないと思います。 

委員：     オンライン資料の収集制度が始まったのはいつですか。 

事務局：    平成 25 年 7 月から無償かつ DRM なしのオンライン資料の制度収集 

が始まっています。 

委員：     法律が成立して、オンライン資料収集が制度化されても、資料収集

のための予算は 3 億何千万円程度と変わっていないのが現状です。法

律は作っても予算はつかないというのは義憤を感じます。オンライン

資料の収集を始めるに当たり、資料収集予算も増やしてもらうべきで

す。もう少し政治活動を盛んにしていただいて、紙の資料とは別途に

オンライン資料収集の予算獲得を目指してほしいと思います。そうし

ないと、紙で発行されず、電子でしか出ないような資料が収集しきれ

なくなるのではないかと懸念しています。 

会長：     私自身も、個人的には国立国会図書館や文化庁の予算はあまりにも

少なすぎると感じています。文化にかける予算が少なすぎるのではな

いかというのは、角川委員がおっしゃるとおりです。他の業界に比べ

て圧力が弱いせいか、文化予算が増えないというのが現状ですが、文

化立国を目指す上で、極めて重要な問題と考えています。 

委員：     例えば、個人が国立国会図書館に寄付をした際に、相続財産や税金

から控除されるといった制度は作れないのでしょうか。 

会長：     現在でも、国に対する寄付は控除になると思います。 

委員：     そうであるなら、その制度を明確に伝えるため、運動などをされた

らいかがでしょう。そうすれば予算も増えるかもしれません。 

会長：     国立国会図書館への寄付に限らず、日本はアメリカと比べ寄付文化

が根付いていない現状があります。 

委員：     ふるさと納税の代わりに寄付してくれるといいのですが。国立国会

図書館は国であるから、それに対する寄付が控除されるというのをも

っと知らせる必要があると思います。 
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委員：     ふるさと納税で連想しましたが、各地の文学館で危機的な状況のと

ころが増えているという話を聞きます。人手も予算も全く足りない。

国立国会図書館とのデジタルアーカイブ面での連携もまだまだ進んで

いない状況ということを先日作家の皆様方から聞いたので、何とか連

携を進めるような仕組みを作れないかと考えています。 

会長：     著作権法の改正により、一部のデジタル化資料を国立国会図書館か

ら他の公共図書館へ送信できるサービスが始まったので、地方の図書

館の振興を図れるといいと思います。 

委員：     違う観点からの意見ですが、今から 20 年くらい前に、国立国会図書

館の中で、納本制度と電子出版物への対応に関する研究会に外部から

の研究者として参加していました。1995 年から 1997 年当時はインタ

ーネットがまだ始まったばかりの頃で、各国の対応と比較をしながら

検討をしました。この時の研究成果は、図書館研究シリーズで発表さ

れています。それから 20 年過ぎて、各国の最近の電子出版物への対応

について、国立国会図書館内で検討されているのかどうか、もし情報

があるのであれば、本日でなくてよいが、様々な場で御紹介いただけ

ればと思います。長尾先生が館長の時には、この面では世界の中でリ

ーダー的な役割を果たしていた、出版界と図書館界とのいい関係が作

られつつあったと思っています。その点では、むしろこちらの制度に

ついて、日本が外国に紹介するような立場かもしれませんが、違う観

点から検討するためにも、各国の電子出版物に対する納本制度につい

て、是非お知らせいただければと思います。 

会長：     デジタル時代になって、納本に限らず、図書館の在り方についてい

ろいろと難しい問題も出てきています。また、一国だけの問題ではな

く世界的な問題にもなってくると思います。貴重な御意見をありがと

うございます。他に何かありますか。 

委員：     先ほどビジネス界で電子化が進んでいるという意見が出ましたが、

アカデミックの方でも、学会の財政が逼迫していて、学会誌が次々と

電子化されています。その意味でも、オンライン資料の収集制度化は

重要です。そのためには、政策提言も頑張らなくてはいけないのかと

思います。例えば、学術会議と合同でシンポジウムなども開くという

ことも有効ではないでしょうか。私、学術会議の社会学委員会の委員

長をしているので、御協力できることがあれば、是非と思っています。 

会長：     貴重な御意見ありがとうございます。その他に御意見や御質問はあ

りますでしょうか。よろしいでしょうか。 

それでは、以上をもちまして、第 26 回納本制度審議会の会次第は全

て終了しましたので、これで散会といたします。 

（午前 10 時 45 分終了） 
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納本制度審議会委員・専門委員名簿（五十音順） 

（平成 28年 3月 23日現在） 

 

会  長  
なかやま  のぶひろ 
中山 信弘 明治大学特任教授、東京大学名誉教授 

会長代理  
ふくい   けんさく 
福井 健策 弁護士 

委  員  
いしざき  つとむ 

石﨑 孟 一般社団法人日本雑誌協会理事長 

  
うえむら やしお 

植村 八潮 専修大学文学部教授 

  
えがみ  せつこ 

江上 節子 武蔵大学社会学部教授 

  
えんどう  かおる 
遠藤 薫 学習院大学法学部教授 

  
おおが  まさひろ 
相賀 昌宏 一般社団法人日本書籍出版協会理事長 

  
かどかわ  つぐひこ 
角川 歴彦 株式会社 KADOKAWA取締役会長 

  
さいとう まこと 

斎藤 誠 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

  
さいとう まさあき 

斉藤 正明 一般社団法人日本レコード協会会長 

  
しらいし こうじろう 
白石 興二郎 一般社団法人日本新聞協会会長 

  
な が え   あきら 
永江 朗 

公益社団法人日本文藝家協会電子書籍出版検討委
員会委員長 

  
ね も と   あきら 
根本 彰 慶應義塾大学文学部教授 

  
の は ら   さわこ 
野原 佐和子 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科特任教授 

  
ふじい  たけひこ 

藤井 武彦 一般社団法人日本出版取次協会会長 

専門委員  
さ さ き   りゅういち 

佐々木 隆一 一般社団法人電子出版制作・流通協議会監事 

  
さんぺい とおる 

三瓶 徹 一般社団法人日本電子出版協会事務局長 

  
ひぐち  せいいち 

樋口 清一 一般社団法人日本書籍出版協会事務局長 

（委員 15名、専門委員 3名） 
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平 成 2 7 年 9 月 

代 償 金 部 会 長 

 

 

第 11回代償金部会における審議の概要について 

 

 

 第 11回代償金部会が開催されたので、調査審議の経過及び議決を次のとお

り報告する。 

 

１ 開催日時  

  平成 27年 9月 4日（金）10時 55分から 11時 30分まで 

 

２ 開催場所 

  国立国会図書館東京本館 3階総務課第一会議室 

 

３ 出席委員 

  石﨑委員、江上委員、相賀委員、斎藤誠委員、根本委員、福井委員 

 

４ 議決の内容 

（１）斎藤誠委員が互選により部会長に選出された。 

（２）江上委員が部会長代理に指名された。 

（３）平成 23年 7月 29日納本制度審議会答申２及び３に基づき、一般社団法

人日本出版取次協会に対する代行手数料について、3年ごとの啓蒙・周知

活動及び担当者の異動等に対応した適時適切な納入漏れ防止措置を今後継

続して行うことを条件として、納入資料 1点につき 150円から 170円に引

き上げることが承認された。 

 

５ 調査審議の経過 

  以下の事項について、質疑があった。 

 ・ 代行手数料とオンライン資料の関係について 

 ・ 納入漏れ防止措置を今後も継続して行うという条件について 

平成 28 年 3 月 23 日 

第 27 回納本制度審議会 
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平 成 2 8 年 3 月 

代 償 金 部 会 長 

 

第 12回代償金部会における審議の概要について 

 

 第 12回代償金部会が開催されたので、調査審議の経過を次のとおり報告す

る。 

 

１ 開催日時  

  平成 28年 2月 18日（木）10時から 12時まで 

 

２ 開催場所 

  国立国会図書館東京本館 3階総務課第一会議室 

 

３ 出席委員 

斎藤誠委員（部会長）、江上委員（部会長代理）、石﨑委員、相賀委員、 

根本委員、福井委員 

 

４ 調査審議の経過 

（１）代償金の返金に至った事案の経緯等について、事務局から報告があっ

た。 

（２）代償金制度の課題について審議し、次のような意見が出された。 

 ① 代償金制度の必要性について 

 代償金を廃止した場合でも、多くの出版社は納本を続けると思うが、納

本をしないという出版社も一定数は出てくるのではないか。 
 代償金制度を廃止する場合、憲法 29 条 3 項に基づく補償というこれま

での位置づけも整理する必要がある。 
 代償金の代わりに出版権の設定登録と紐付けをしてインセンティブと

するアイデアもあるが、（検討・実現には）かなり時間がかかる。 
 出版物が国立国会図書館に納められること自体が誇るべきことである。

寄贈を促進する運動に取り組んでほしい。 
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② 代償金の上限について 

 代償金に上限を設けるという案は、ロジカルではないし、外国では逆に

高い出版物に限定して補償をしているケースはあるものの、一つの選択

肢としては有りうる。 
 ③ 少部数出版物・オンデマンド出版物の取扱いについて 

 オンデマンド出版物については、少部数出版物と同等の頒布部数を要件

とするのもやむを得ない。 
 ④ 製作費用の割合が著しく低い出版物の取扱いについて 

 著しく高額な出版物は、調査の上、納本制度審議会に諮ることがあって

もよい。 
 今回の事案のような高額出版物が納入された場合は、特に注意すべき。

プロセスについて検証する必要がある。 
（３）代償金制度の要否や上限設定の問題は中長期的課題として今後も慎重に

検討を続ける必要があるが、まずは今回の事案と同様の問題が起こらない

ような対策を講じる必要があるという点については、概ね合意された。 

 2 / 2 
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電子書籍・電子雑誌収集
実証実験事業について

国立国会図書館
収集書誌部

１ 実証実験の概要

1

ビジネス状況や技術動向を踏まえた実効性のある法制度の
設計を行うことを目的として、著作者、出版社の理解と協
力を得て、技術面など残る課題を着実に解決するために実
証実験を実施

目的

(1)電子書籍・電子雑誌の収集及び長期的な保管・利用の
技術的検証（DRM、ファイル・フォーマット等）

(2)国立国会図書館内で電子書籍・電子雑誌を閲覧に供す
ることによる電子書籍・電子雑誌ビジネスへの影響の
検証や納入時の費用の調査分析（補償）

 2段階に分けて実施、日本電子書籍出版社協会（EBPAJ）に
委託、平成27年12月開始（第1段階は最長3年間）

平成28年3月23日
第27回納本制度審議会
資料5
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１ 実証実験の概要（第１段階）

2

 EBPAJが用意するサーバから国立国会図書館施設内の来館利用者端末へ
の配信による電子書籍・雑誌の利用実験、電子書籍・雑誌の保管に係る
技術的要件の調査

 システムは「電子文庫パブリ」の仕組みを実証実験用にカスタマイズ

 利用実験での主な検証事項

電子書籍・電子雑誌の閲覧上の課題の検証、実証実験中の利用データを
通じた、国立国会図書館内での利用方法、利用者ニーズ等の分析とそれ
による電子書籍・電子雑誌ビジネスへの影響の評価

出版社
日本電子書籍
出版社協会電子書籍・電

子雑誌データ

来館利用者

暗号化され
たデータ

来館利用者端末

閲覧のつど、インター
ネット経由で送信

実証実験（第１段階）の概要

閲覧納品

 実証実験事業第1段階会議（有識者会議）

 制度化の要件検討のために必要な電子書籍に係る動向等の調査研究、
実証実験に対する助言

・収集対象（電子書籍の作成・流通の状況、セルフパブリッシングの状況等）

・収集方法（電子書籍ファイルの保管・管理状況、電子書籍の販売方法、電子書籍の
制作・流通に係る費用等）

・整理・組織化（電子書籍の書誌データ、識別子等）

・保存（電子書籍の長期利用に向けた取組等）

・利用・提供（電子書籍貸出サービスのビジネスモデル、アクセシビリティ）

 実証実験事業連絡会議

 参加出版社との連絡調整、実証実験の進捗報告・フィードバック

3

１ 実証実験の概要（第１段階）
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 収集した電子書籍・電子雑誌を国立国会図書館の管理するサーバに保
管する実験と保管した電子書籍・電子雑誌を利用する実験を想定

4

１ 実証実験の概要（第２段階）

２ 実証実験の実施状況

5

 収集状況（平成28年3月1日現在）

コンテンツ数：1,656点

ジャンル：

フィクション、ノンフィクション、実用書、児童書、写真集、コ
ミック、雑誌等

出版社数：32社

朝日出版社、朝日新聞出版、NHK出版、学研ホールディングス、
KADOKAWA、河出書房新社、幻冬舎、講談社、光文社、CCCメディアハ
ウス、実業之日本社、集英社、主婦の友社、小学館、祥伝社、新潮
社、世界文化社、大和書房、筑摩書房、中央公論新社、東京書籍、
東洋経済新報社、徳間書店、PHP研究所、扶桑社、双葉社、ぶんか社、
文藝春秋、丸善出版、岩崎書店、ポット出版、ダイヤモンド社

ファイル形式：EPUB（ﾘﾌﾛｰ、固定ﾚｲｱｳﾄ）PDF
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２ 実証実験の実施状況

6

利用実験の場所

東京本館の利用者端末１６台 関西館の利用者端末４台

＊端末は専用端末ではなく、OPACをはじめ各種のDBも利用可能

実証実験
端末

２ 実証実験の実施状況

7

利用画面

実証実験のページへ遷移

利用者端末のトップメニュー データベース一覧

① ②
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実証実験のトップページ

２ 実証実験の実施状況

8

キーワードで検索しますキーワードで検索します

ジャンルで検索しますジャンルで検索します

詳細検索画⾯で検索します詳細検索画⾯で検索します

作品を検索します作品を検索します

• ジャンルは、「電子文
庫パブリ」のジャンル
をベースとし、これに
「雑誌」を追加したほ
か、「コミック」を集
約するなどの調整を
行っている。

• 検索項目は、「電書
協・デジコミ協共通書
誌情報ver.2.0」を包
含。

③

検索結果一覧及び詳細画面

２ 実証実験の実施状況

9

• 閲覧のみ
• 閲覧の都度ダウンロード

し、閲覧終了後に消去
• 複写機能なし
• 同時アクセス制御

検索結果⼀覧から
作品を選択します
検索結果⼀覧から
作品を選択します

「この本を読む」ボタンを
クリックすると作品を
閲覧することができます

「この本を読む」ボタンを
クリックすると作品を
閲覧することができます

④
⑤

1919



２ 実証実験の実施状況

10

閲覧ビューア画面

閲覧ビューアの種類

EPUBリフロー形式
（⼩説、ビジネス書、実⽤書など）

EPUB固定レイアウト形式
（雑誌、コミック、写真集など）

PDF形式
（専⾨書、学術書など)

B EC DA

任意のページに
しおりを付けます
任意のページに
しおりを付けます

A

B

C
D

⽬次、挿⼊したブックマーク、マーカー、コメントなどの⼀覧表⽰
ブックマーク、マーカー、コメントは、ビューアを終了するとクリア

画⾯の最⼤表⽰
⽂字サイズの変更、⽂字種の変更、縦組/横組、段組の変更
本⽂中のテキスト検索
ヘルプE

⑥

３ 利用状況（ログ分析）

 利用ログ分析

集計期間：平成27年12月1日～平成28年2月29日

（１）閲覧回数及びユニークアクセス数の月別推移

閲覧回数

ユニークアクセス数

11

１２月 １月 ２月 合計

２４７回 １６０回 １２９回 ５３６回

１２月 １月 ２月 合計

２２９人 ９３人 １２３人 ４４５人

2020



３ 利用状況（ログ分析）

（２）ジャンル毎の閲覧回数

12

３ 利用状況（ログ分析）

（３）コンテンツ閲覧時間

13
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４ 利用状況（アンケート集計）

 利用者アンケート集計結果

集計期間：平成27年12月1日～平成28年2月29日

集計数：50人（ウェブ42人、紙8人）

項目数：17問
Q1 あなたの年齢をお答えください

Q2 あなたの職業をお答えください
Q3.1 電子書籍の館内閲覧について評価してください - 電子書籍作品の検索方法
Q3.2 電子書籍の館内閲覧について評価してください - 電子書籍閲覧ビューア全般の読みやすさ

Q3.3.1 電子書籍の館内閲覧について評価してください - 電子書籍閲覧ビューアの機能- 文字サイズの変更機能
Q3.3.2 電子書籍の館内閲覧について評価してください - 電子書籍閲覧ビューアの機能- 書体（フォント）の変更機能
Q3.3.3 電子書籍の館内閲覧について評価してください - 電子書籍閲覧ビューアの機能- 本文内のテキスト検索

Q4 館内での電子書籍閲覧をどのくらい利用しましたか？
Q5 今回の来館で閲覧した電子書籍の冊数を教えてください
Q6 館内での電子書籍閲覧において、あった方が良い機能をお答えください

Q6.1 館内での電子書籍閲覧において、あった方が良い機能をお答えください - 「その他」の回答
Q7 電子書籍を読んだことがありますか？
Q8 電子書籍の読書頻度をお答えください
Q9 電子書籍を購入したことはありますか？

Q10 電子書籍に興味を持ちましたか？
Q10.1 電子書籍に興味を持ちましたか？ - 「その他」の回答
Q11 国立国会図書館内の電子書籍閲覧における、ご意見・ご感想をお聞かせください

14

４ 利用状況（アンケート集計）

（１）属性（年齢・職業）

15

１８～２９歳

３０％

３０～３９歳

２０％

５０～５９歳

１２％

６０～６９歳

６％

無記入

４％

４０～４９歳

２８％

会社員・公務

員・団体職員
64%

学生
17%

パート・アル

バイトなど
7%

研究職
4%

会社役員
2%

教職員
2%

無記入
4%

2222



４ 利用状況（アンケート集計）

（２）機能評価（とてもよい、よい、普通、悪い、とても悪い）

検索方法 ビューア全般の読みやすさ

16

とても良い

２％

良い

２２％

普通

５２％

悪い

１８％

とても悪い

４％

無記入

２％

とても良い

１０％

良い

３４％
普通

４０％

悪い

８％

とても悪い

４％

無記入

４％

４ 利用状況（アンケート集計）

（３）欲しい機能（複数回答）

17

42%

10%

12%

46%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

記入なし

その他

音声読上げ機能

プリントアウト機能

21人

その他

• 全電子書籍の一括検索機能、ブック
マーク・コメント・マーカー一時保
存機能、ビューア外での一括参照機
能

• 出版年の表示、検索
• 明るさの調整

23人

6人

5人

2323



４ 利用状況（アンケート集計）

（４）電子書籍の読書経験・頻度

読んだ経験の有無 読書頻度 購入経験の有無

18

ある

８４％

ない

１４％

無記入

２％

週に１冊以上

３１％

月に１～３冊

２４％

２～３ヵ月に１冊

４３％

無記入

２％

ある

７９％

ない

１９％

無記入

２％

４ 利用状況（アンケート集計）

（５）電子書籍への興味

（読んだり購入したことがない回答者が対象）

19

興味を持った

ので購入したい

１２％

興味を持ったが

購入しない

６４％

興味を持った

ので購入したい

（対象外）６％

興味を持たなかった

（対象外） ６％

その他

６％

無記入

６％

2424



４ 利用状況（アンケート集計）

（６） 主な意見・感想

20

使
い
や
す
さ
、
機
能

 ビューアは読みやすい。クオリティが高い。（複数）
 ダウンロード時間を短縮してほしい。（複数）
 検索結果に表紙の書影があり、とてもわかりやすい。
 ジャンル分けがわかりにくい。
 将来的にはしっかりとした検索機能がほしい。
 文字拡大、フォント変換など便利な機能に気付かなかった。
 電子書籍の特徴を知らない人向けにわかりやすい画面にするのがよい。

端
末

 デスクトップPCの液晶モニタでの長時間の読書はつらい。（複数）
 デスクトップPCの台数不足が心配。（複数）
 タブレット端末等での利用を考えてほしい。

コ
ン
テ
ン
ツ

 ジャンルを含めて興味がある本がそろっている気がする。
 コンテンツ数が少なく、判断しづらい。目的のものが見つからない。充実を期待

する。（複数）
 何が読めるのかがわからない。リストがあれば便利。
 電子版のみの書籍の保存は特に重要で、国立国会図書館が十分な役割を果

たすべき。

2525



 

 
 

電子書籍・電子雑誌収集実証実験事業の意義・経緯 

 
１ 国立国会図書館がオンライン資料（電子書籍・電子雑誌等）を収集（実験）することの意義 

○「今日の電子情報時代において、電子的に作成される創作的な著作は重要な文化財である。印刷物

と同様に記録された文化の形態として、国の中央図書館である国立国会図書館がそれらを収集、保

存することは、館の責務であり、極めて重要な課題であると考えられる。」（納本制度審議会答申

「オンライン資料の収集に関する制度の在り方について」平成 22 年 6 月） 
○「ナショナルアーカイブが、図書を始めとする我が国の貴重な文化関係資料を次世代に継承し、そ

の活用を図る上で重要な役割を果たすものであることに鑑み、その構築に向けて、国立国会図書館

を始めとする関係機関と連携・協力しつつ、著作権制度上の課題等について調査・研究を行うなど

取組を推進すること」について、政府及び関係者は「特段の配慮をすべきである。」（参議院文教科

学委員会「著作権法の一部を改正する法律案に対する附帯決議」平成 26 年 4 月 24 日） 
 
２ 経緯 

平成 16 年

12 月 

納本制度審議会答申「ネットワーク系電子出版物の収集に関する制度の在り方につい

て」 
☞「ネットワーク系電子出版物」（＝インターネットその他のネットワークを通じて提

供される電子情報全般）を収集する制度に関する答申。「制度的収集の段階的実施も

視野に入れる必要」 

平成 21 年

7 月 

国立国会図書館法改正（平成 22 年 4 月施行） 
☞政府等公的機関の「インターネット資料」（＝インターネット上に掲載されている情

報全般）の制度収集を規定。 

平成 22 年

6 月 

納本制度審議会答申「オンライン資料の収集に関する制度の在り方について」 
☞私人がインターネット等により利用可能とした電子書籍・電子雑誌等を収集する制

度に関する答申。 

平成 24 年

3 月 

納本制度審議会中間答申「オンライン資料の制度的収集を行うに当たって補償すべき

費用の内容について」 
☞有償または DRM ありの電子書籍・電子雑誌等に対する補償については、以下の理

由により、継続審議とされた。 
・DRM ありの電子書籍・電子雑誌等については、納入に係る手続費用の検討に必要

な情報が不足していること。 
・有償の電子書籍・電子雑誌等については、収集に関する補償その他のインセンテ

ィブについて検討する余地があること。 

平成 24 年

6 月 

国立国会図書館法改正（平成 25 年 7 月施行） 
☞「文化財の蓄積及びその利用」のために、民間で刊行された電子書籍、電子雑誌等

の制度収集を規定。ただし、当分の間、有償または DRM ありのものは免除。 

平成 25 年

9 月 

納本制度審議会オンライン資料の補償に関する小委員会 
☞事務局から、有償の電子書籍・電子雑誌等の収集について、まず、①客観的なデー

タの採取と検証、②収集の実現可能性の精査等を目的とした実証実験事業を実施し、

次に、その成果を踏まえて収集制度の整備・設計を行う案を提示し、了承された。 
 

平成 2 8 年 3 月 2 3 日 
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国立国会図書館の想定する実証実験のための技術的枠組 

 
１ 実証実験の進め方 
（１）第１段階として、電子書籍・雑誌の保管に係る技術的要件を調査検討するととも

に、電子取次サーバから国立国会図書館施設内の端末への配信による電子書籍・雑

誌の利用実験を行う。出版社数は４０社程度、電子書籍・雑誌は当初４０００点程

度を目途とする。 
（２）第２段階として、電子書籍・雑誌の国立国会図書館での保存・利用に関する実験

を想定する。 
（３）以下の２から５までの枠組みのうち、第１段階、第２段階に共通したものについ

ても、第１段階の実験結果を踏まえ、第２段階の実証実験の内容を必要に応じて見

直す。 
（４）第１段階で収集した電子書籍・雑誌のデータは、第１段階終了後、速やかに消去

し、第２段階で収集した電子書籍・雑誌のデータは、第２段階終了後、速やかに消

去する。 
 
２ 対象となる情報等（第１段階、第２段階共通） 
（１）電子書籍・雑誌とともに、その書誌データ（メタデータ）を併せて収集する。 
（２）収集対象は、電子書店で配信されているものとし、以下の３（メタデータ）から

５（利用）までが実現できるものであることとする。 
 
３ メタデータ（第１段階、第２段階共通） 
（１）流通配信用のメタデータを一定の形式で収集し、それに国立国会図書館での管理

及び提供のために必要な情報の付加等の修正を加えて使用する。 
（２）必要なメタデータ項目の選定等に当たっては、出版界での標準化の動き、国際的

なメタデータ標準化の動き等を考慮する。 
 
４ 保管 
（１）第１段階：実証実験受託者の外部サーバに保管する。あわせて、国立国会図書館

における保管のために必要な技術的要件を調査検討する。 
（２）第２段階：国立国会図書館での保管に関する実験を想定する。 
 
５ 利用（第１段階、第２段階共通） 
（１）館内ＬＡＮを通じた国立国会図書館施設内の端末での閲覧に限定する。 

（２）閲覧のためのビューアは、出版社にとって実験参加への障壁にならないように配

慮しつつ、できるだけ集約する。 

平成 28 年 3 月 23 日 

第 27 回納本制度審議会 

資料 7 

1 / 2 

27272727



（３）閲覧のためのビューアは、視覚障害者等による利用に対応できることが望ましい。 
（４）閲覧は、当初は館内設置の一部の端末（当初は計２０台）に限定して行う。以後、

提供を受けた電子書籍・雑誌の種類・数量、利用実績などに配慮しつつ段階的に拡

大し、最終的に館内設置のすべての端末で閲覧できることを目標とする。 
 
６ 中長期的課題 

国立国会図書館が今後５０年、１００年といった長期間に及ぶ文化財の蓄積保存の

使命を有していること、また、電子書籍・雑誌の長期的な保存・利用を保障するため

には、紙出版物とは全く異なる措置が必要であることを踏まえ、中長期的視点に立っ

て、①長期的な保存及び利用提供を可能とする方法、及び②プリントアウト提供の可

能性について、出版界と国立国会図書館との間で調査研究を行う。 
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電子書籍・電子雑誌収集実証実験事業についての補足説明資料 

 

（１）実証実験の目的 

問１－１ 実証実験の目的は何か。 

答１－１ 実証実験の主な目的は、次の２つです。 
（１）電子書籍・雑誌の収集及び長期的な保管・利用の技術的検証を行うこと。 
（２）国立国会図書館内で電子書籍・雑誌を閲覧に供することによる電子書籍・雑誌ビジ

ネスへの影響の検証や納入時の費用の調査分析を行うこと。 
なお、第１段階では、特に、次の点を検証することを目標とします。 

（１）電子書籍・雑誌の国立国会図書館内に設置した来館者向け端末での見え方 
（２）実証実験中の利用データを通じた、国立国会図書館内での利用方法、利用者のニー

ズ等の分析と、それによる電子書籍・雑誌ビジネスへの影響の評価 
 

問１－２ 実証実験と制度化との関係はどうなっているのか。 

答１－２ 実証実験を通じて得られた経験や知見に基づき、わが国の電子書籍・雑誌を、紙

の書籍・雑誌と同様に、貴重な文化財として幅広く収集し、長期的に保管・利用するた

めの制度を設計します。 
実証実験を段階的に実施することにより、出版社様等との共通理解のもと、電子書籍・

雑誌の長期的な保管・利用を確保するという理念を実現するために、実際のビジネスや

技術を踏まえた、より実効性のある制度の設計を行うことができると考えています。 
 
  

平成 28 年 3 月 23 日 
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（２）実証実験の対象となる電子書籍・雑誌 

問２－１ 実証実験で収集する電子書籍・雑誌の対象は何か。 

答２－１ 電子書店や出版社専用サイト等で配信されている電子書籍・雑誌のうち、現在の

法制度上の収集対象となっている電子書籍・雑誌等と同じ範囲を想定しています。 
具体的に対象となるのは、①EPUB、PDF 又は DAISY で作成されたもの、及び②①

以外のファイル形式で作成されたもののうち ISBN、ISSN 又は DOI が付与されたもの

です。ただし、(A)データベース、(B)紙版の図書・雑誌・新聞と完全に同一版面のもの、

(C)音楽や動画などが埋め込まれたものは、対象外として想定しています。 
  

問２－２ 実証実験で収集する電子書籍・雑誌のジャンルについては、どのような想定か。  

答２－２ 実証実験では、利用データを採取して、国立国会図書館内での利用方法、利用者

のニーズ等の分析と、それによる電子書籍・雑誌ビジネスへの影響評価を行うことを踏

まえ、出版市場の状況を考慮した幅広いジャンルの構成としたいと考えています。 
 

問２－３ 電子書籍・雑誌によっては、電子取次を介さず出版社から電子書店に直接納入

される場合や、電子化作業を電子書店が担っている場合がある。このような場合、電子

書店の同意なく、出版社の裁量で電子書籍・雑誌を実証実験に提供できないことがある。

このような出版社や電子書店に対し、国立国会図書館はどのように対処するのか。 

答２－３ 実証実験開始時点では、出版社様の裁量でご提供いただけない電子書籍・雑誌は

対象としないことを想定しています。 
ただし、国立国会図書館は、わが国の電子書籍・雑誌を文化財として収集・保存すると

いう観点から、主な国内向け電子書店に対して実証実験への協力要請を行う予定です。 
   また、制度化時には、電子書籍・雑誌の製作・流通の実態を踏まえた公平公正な制度

となることを目指します。 
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（３）実証実験での電子書籍・雑誌の利用方法・取扱い 

問３－１ 実証実験では、提供を受けた電子書籍・雑誌は、どのように利用されるのか。 

答３－１ 国立国会図書館内に設置した端末での来館者向け閲覧サービスに限定します。 
 

問３－２ 実証実験で提供を受けた電子書籍・雑誌は、制度化後も、そのまま国立国会図

書館で保管されることになるのか。 

答３－２ 実証実験の各段階で提供を受けた電子書籍・雑誌は、各段階の終了時に、利用停

止及びデータ消去を行います。また、実証実験期間中はいつでも、出版社様からのお申

出に基づいて利用停止及びデータ消去を可能にする予定です。 
 なお、実証実験の結果を見て、第１段階に参加した出版社様が、第２段階に参加しな

いことも自由です。 
 

問３－３ 国立国会図書館が収集した電子書籍・雑誌を、館外の利用者や公共図書館等に

向けて送信してしまうのではないか。 

答３－３ 国立国会図書館は、実証実験で収集された書籍・雑誌を館外に送信することはあ

りません。また、国立国会図書館が電子書籍・雑誌を収集したとしても、著作権法上、図

書館送信サービスの対象とはできません。 
 

問３－４ ダーク・アーカイブ（保管のみで利用に供しない取扱い）とすることを条件と

して電子書籍・雑誌を提供することはできるか。 

答３－４ 実証実験では、国立国会図書館内での利用状況の分析を通じて電子書籍・雑誌ビ

ジネスへの影響を関係者の皆様とともに検証したいと考えているため、ダーク・アーカ

イブとすることは想定していません。 
ただし、制度化に当たっては、一定の条件を満たした場合の解除等を前提としてダー

ク・アーカイブとすることも選択肢として検討します。 
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（４）電子書籍・雑誌ビジネスへの影響 

問４－１ 実証実験は、電子書籍・雑誌ビジネスへ悪影響を及ぼすのではないか。 

答４－１ ご提供いただいた電子書籍・雑誌を国立国会図書館内で閲覧させた場合に、電子

書籍・雑誌ビジネスにどのような影響が生じるのかを検証することを実証実験の目的の

１つとしています。 
なお、参加出版社様には、可能な範囲で利用データをフィードバックし、実験参加継続

に関する判断材料としていただく予定です。また、実証実験期間中、定期的に実験結果を

公表し、事後の実証実験のあり方について関係者間で協議を進めます。 
 

問４－２ 実証実験と民間事業者が行う図書館向け電子書籍貸出サービス等との関係はど

うなっているか。 

答４－２ 実証実験は、利用状況の調査にとどまらず長期的な保管・利用について検証作業

を行うことを目的としたものですので、民間事業者様の提供する図書館向け電子書籍貸

出サービス等とは一線を画すものであると考えています。 
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（５）今後のスケジュール 

問５－１ 今後のスケジュールはどうなっているか。 

答５－１ 実証実験の第１段階は、平成２７年１２月に開始しました。第１段階の実験期間

は最長３年程度を想定していますが、参加出版社様等と協議の上で確定します。 
実証実験の第２段階に進むのは、第１段階の結果の検証を経て出版社様をはじめとし

た関係者の一定のご理解が得られた後を想定しています。 
国立国会図書館は、国民が文化財である電子書籍・雑誌を長期にわたって利活用する

ための基盤として、出版社様等のご理解とご協力を得て、できるだけ早く制度的な収集・

保管が開始できるようにしたいと考えています。 
 
  

 5 / 6 
3333



（６）その他 

問６－１ 実証実験に参加するメリットは何か。 

答６－１ 参加出版社様には、可能な範囲で利用データをフィードバックする仕組みを用意

する予定ですので、国立国会図書館での利用実態や利用者ニーズを把握することができ

ます。また、書籍・雑誌への感度が高い利用者が多様な電子書籍・雑誌に触れる機会と

なるので、国立国会図書館が電子書籍・雑誌のショールームとなりうるのではないかと

考えています。 
 

問６－２ 実証実験に参加した出版社の電子書籍・雑誌は、制度化後に国立国会図書館へ

の納入が円滑に行われることが予想される。一方、実証実験に不参加の出版社が、制度

化後に納入を怠っても不利益を受けないのなら、極めて不公平である。 

答６－２ 実証実験の各段階において定期的に実験結果を公表します。出版社様をはじめと

した関係者の一定の了解が得られた後に、次の段階に進む想定です。 
 今回の実証実験を通じて、関係者のご理解とご協力を得ながら、公平な制度となるよ

う法制化を進めます。 
 

問６－３ 将来、電子書籍・雑誌を収集するための法制度が実施されたとしても、外国企

業が発行する国内向け電子書籍・雑誌については適用外となると思う。これら電子書籍・

雑誌については、どのような対応を考えているのか。 

答６－３ このような電子書籍・雑誌であっても、わが国の貴重な文化財として国立国会図

書館が収集すべきものと考えています。 
国立国会図書館としては、国内での書籍流通に大きな地位を占める外国企業に対し、

その地位にふさわしい責任を果たしてもらうよう電子書籍・雑誌の収集への協力を求め

る想定です。 
なお、今回の実証実験には、そうした外国企業の協力を促すために、わが国の電子書

籍・雑誌の長期的保存・利用の取組みを示す意義もあると考えています。 
 

問６－４ ナショナル・アーカイブと国立国会図書館の関係は何か。 

答６－４ ナショナル・アーカイブについては、国会で議論・検討が進められています。平

成２６年４月の著作権法の一部を改正する法律案に対する国会の附帯決議の中では国立

国会図書館にも言及されており、協力が求められています。 
ナショナル・アーカイブに必要な機能・要素は、官民が協力・分担して構築していくべ

きものであり、その中で国立国会図書館も一定の役割を果たすことができるのではない

かと考えております。 
ナショナル・アーカイブ構想の具体像はまだ見えていませんが、電子書籍・雑誌の収

集・保存がその機能の一部とされる可能性もあり、その場合には、国立国会図書館がその

役割を担うことが求められる可能性はあります。しかし、仮にそのような求めがあった

場合でも、電子書籍・雑誌の収集についてはこれまでの合意形成プロセスを尊重してい

く考えです。 
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国
立
国
会
図
書
館
法
（
抄
）

（
昭
和
二
十
三
年
二
月
九
日
法
律
第
五
号
）

改
正

昭
和
二
十
四
年

六
月

六
日
法
律
第
百
九
十
四
号

同

三
十
年

一
月
二
十
八
日
同

第

三
号

平
成

六
年

七
月

一
日
同

第

八
十
二
号

同

十
一
年

四
月

七
日
同

第

三
十
一
号

同

十
二
年

四
月

七
日
同

第

三
十
七
号

同

十
四
年

三
月
三
十
一
日
同

第

六
号

同

十
六
年
十
二
月

一
日
同

第
百
四
十
五
号

同

十
七
年

四
月

十
三
日
同

第

二
十
七
号

同

十
七
年

七
月

六
日
同

第

八
十
二
号

同

十
七
年

十
月
二
十
一
日
同

第

百
二
号

同

十
九
年

三
月
三
十
一
日
同

第

十
号

同

十
九
年

三
月
三
十
一
日
同

第

十
六
号

同

十
九
年

六
月

六
日
同

第

七
十
六
号

同

十
九
年

六
月

十
三
日
同

第

八
十
二
号

同

十
九
年

六
月
二
十
七
日
同

第

百
号

同

二
十
年

四
月
二
十
五
日
同

第

二
十
号

同

二
十
一
年

三
月
三
十
一
日
同

第

十
号

同

二
十
一
年

七
月

十
日
同

第

七
十
三
号

同

二
十
三
年

五
月

二
日
同

第

三
十
九
号

同

二
十
四
年

六
月
二
十
二
日
同

第

三
十
二
号

同

二
十
六
年

五
月
二
十
一
日
同

第

四
十
号

第
一
章

設
立
及
び
目
的

（
略
）

第
二
条

国
立
国
会
図
書
館
は
、
図
書
及
び
そ
の
他
の
図
書
館
資
料
を
蒐
集
し
、

国
会
議
員
の
職
務
の
遂
行
に
資
す
る
と
と
も
に
、
行
政
及
び
司
法
の
各
部
門

に
対
し
、
更
に
日
本
国
民
に
対
し
、
こ
の
法
律
に
規
定
す
る
図
書
館
奉
仕
を

提
供
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
略
）

第
八
章

一
般
公
衆
及
び
公
立
そ
の
他
の
図
書
館
に
対
す
る
奉
仕

第
二
十
一
条

国
立
国
会
図
書
館
の
図
書
館
奉
仕
は
、
直
接
に
又
は
公
立
そ
の

他
の
図
書
館
を
経
由
し
て
、
両
議
院
、
委
員
会
及
び
議
員
並
び
に
行
政
及
び

司
法
の
各
部
門
か
ら
の
要
求
を
妨
げ
な
い
限
り
、
日
本
国
民
が
こ
れ
を
最
大

限
に
享
受
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
目
的

の
た
め
に
、
館
長
は
次
の
権
能
を
有
す
る
。

一

館
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
国
立
国
会
図
書
館
の
収
集
資
料
及
び

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
そ
の
他
の
高
度
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
通
じ
て
閲

覧
の
提
供
を
受
け
た
図
書
館
資
料
と
同
等
の
内
容
を
有
す
る
情
報
を
、
国

立
国
会
図
書
館
の
建
物
内
で
若
し
く
は
図
書
館
相
互
間
の
貸
出
し
で
、
又

は
複
写
若
し
く
は
展
示
に
よ
つ
て
、
一
般
公
衆
の
使
用
及
び
研
究
の
用
に

供
す
る
。
か
つ
、
時
宜
に
応
じ
て
図
書
館
奉
仕
の
改
善
上
必
要
と
認
め
る

そ
の
他
の
奉
仕
を
提
供
す
る
。

（
略
）第

十
章

国
、
地
方
公
共
団
体
、
独
立
行
政
法
人
等
に
よ
る
出
版
物
の

納
入

第
二
十
四
条

国
の
諸
機
関
に
よ
り
又
は
国
の
諸
機
関
の
た
め
、
次
の
各
号
の

い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
出
版
物
（
機
密
扱
い
の
も
の
及
び
書
式
、
ひ
な
形
そ

の
他
簡
易
な
も
の
を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）
が
発
行
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
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機
関
は
、
公
用
又
は
外
国
政
府
出
版
物
と
の
交
換
そ
の
他
の
国
際
的
交
換
の

用
に
供
す
る
た
め
に
、
館
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
三
十
部
以
下
の
部

数
を
直
ち
に
国
立
国
会
図
書
館
に
納
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

図
書

二

小
冊
子

三

逐
次
刊
行
物

四

楽
譜

五

地
図

六

映
画
フ
ィ
ル
ム

七

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
印
刷
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
複
製
し

た
文
書
又
は
図
画

八

蓄
音
機
用
レ
コ
ー
ド

九

電
子
的
方
法
、
磁
気
的
方
法
そ
の
他
の
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す

る
こ
と
が
で
き
な
い
方
法
に
よ
り
文
字
、
映
像
、
音
又
は
プ
ロ
グ
ラ
ム
を

記
録
し
た
物

②

次
に
掲
げ
る
法
人
に
よ
り
又
は
こ
れ
ら
の
法
人
の
た
め
、
前
項
に
規
定
す

る
出
版
物
が
発
行
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
法
人
は
、
同
項
に
規
定
す
る
目
的

の
た
め
、
館
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
五
部
以
下
の
部
数
を
直
ち
に
国

立
国
会
図
書
館
に
納
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

独
立
行
政
法
人
通
則
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
号
）
第
二
条
第
一

項
に
規
定
す
る
独
立
行
政
法
人

二

国
立
大
学
法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
二
号
）
第
二
条
第
一
項

に
規
定
す
る
国
立
大
学
法
人
又
は
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
大
学
共
同
利

用
機
関
法
人

三

特
殊
法
人
等
（
法
律
に
よ
り
直
接
に
設
立
さ
れ
た
法
人
若
し
く
は
特
別

の
法
律
に
よ
り
特
別
の
設
立
行
為
を
も
つ
て
設
立
さ
れ
た
法
人
又
は
特
別

の
法
律
に
よ
り
設
立
さ
れ
、
か
つ
、
そ
の
設
立
に
関
し
行
政
官
庁
の
認
可

を
要
す
る
法
人
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
う
ち
、
別
表
第
一
に
掲
げ
る

も
の

③

前
二
項
の
規
定
は
、
前
二
項
に
規
定
す
る
出
版
物
の
再
版
に
つ
い
て
も
こ

れ
を
適
用
す
る
。
た
だ
し
、
そ
の
再
版
の
内
容
が
初
版
又
は
前
版
の
内
容
に

比
し
増
減
又
は
変
更
が
な
く
、
か
つ
、
そ
の
初
版
又
は
前
版
が
こ
の
法
律
の

規
定
に
よ
り
前
に
納
入
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

第
二
十
四
条
の
二

地
方
公
共
団
体
の
諸
機
関
に
よ
り
又
は
地
方
公
共
団
体
の

諸
機
関
の
た
め
、
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
出
版
物
が
発
行
さ
れ
た
と
き
は
、

当
該
機
関
は
、
同
項
に
規
定
す
る
目
的
の
た
め
、
館
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
都
道
府
県
又
は
市
（
特
別
区
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
（
こ
れ
ら
に

準
ず
る
特
別
地
方
公
共
団
体
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
機
関
に
あ
つ
て
は

五
部
以
下
の
部
数
を
、
町
村
（
こ
れ
に
準
ず
る
特
別
地
方
公
共
団
体
を
含
む
。

以
下
同
じ
。
）
の
機
関
に
あ
つ
て
は
三
部
以
下
の
部
数
を
、
直
ち
に
国
立
国

会
図
書
館
に
納
入
す
る
も
の
と
す
る
。

②

次
に
掲
げ
る
法
人
に
よ
り
又
は
こ
れ
ら
の
法
人
の
た
め
、
前
条
第
一
項
に

規
定
す
る
出
版
物
が
発
行
さ
れ
た
と
き
は
、
当
該
法
人
は
、
同
項
に
規
定
す

る
目
的
の
た
め
、
館
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
又
は
市
が
設
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立
し
た
法
人
そ
の
他
の
都
道
府
県
又
は
市
の
諸
機
関
に
準
ず
る
法
人
に
あ
つ

て
は
四
部
以
下
の
部
数
を
、
町
村
が
設
立
し
た
法
人
そ
の
他
の
町
村
の
諸
機

関
に
準
ず
る
法
人
に
あ
つ
て
は
二
部
以
下
の
部
数
を
、
直
ち
に
国
立
国
会
図

書
館
に
納
入
す
る
も
の
と
す
る
。

一

港
湾
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
十
八
号
）
第
四
条
第
一
項
に
規

定
す
る
港
務
局

二

地
方
住
宅
供
給
公
社
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
二
十
四
号
）
第
一
条

に
規
定
す
る
地
方
住
宅
供
給
公
社

三

地
方
道
路
公
社
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
八
十
二
号
）
第
一
条
に
規

定
す
る
地
方
道
路
公
社

四

公
有
地
の
拡
大
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
七
年
法
律
第
六
十

六
号
）
第
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
土
地
開
発
公
社

五

地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
二
条
第

一
項
に
規
定
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人

六

特
殊
法
人
等
の
う
ち
、
別
表
第
二
に
掲
げ
る
も
の

③

前
条
第
三
項
の
規
定
は
、
前
二
項
の
場
合
に
準
用
す
る
。

第
十
一
章

そ
の
他
の
者
に
よ
る
出
版
物
の
納
入

第
二
十
五
条

前
二
条
に
規
定
す
る
者
以
外
の
者
は
、
第
二
十
四
条
第
一
項
に

規
定
す
る
出
版
物
を
発
行
し
た
と
き
は
、
前
二
条
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合

を
除
い
て
、
文
化
財
の
蓄
積
及
び
そ
の
利
用
に
資
す
る
た
め
、
発
行
の
日
か

ら
三
十
日
以
内
に
、
最
良
版
の
完
全
な
も
の
一
部
を
国
立
国
会
図
書
館
に
納

入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
但
し
、
発
行
者
が
そ
の
出
版
物
を
国
立
国
会
図

書
館
に
寄
贈
若
し
く
は
遺
贈
し
た
と
き
、
又
は
館
長
が
特
別
の
事
由
が
あ
る

と
認
め
た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

②

第
二
十
四
条
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
場
合
に
準
用
す
る
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
、
同
条
第
三
項
中
「
納
入
」
と
あ
る
の
は
「
納
入
又
は
寄
贈
若
し

く
は
遺
贈
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

③

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
出
版
物
を
納
入
し
た
者
に
対
し
て
は
、
館
長
は
、

そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
出
版
物
の
出
版
及
び
納
入
に
通
常
要
す

べ
き
費
用
に
相
当
す
る
金
額
を
、
そ
の
代
償
金
と
し
て
交
付
す
る
。

第
二
十
五
条
の
二

発
行
者
が
正
当
の
理
由
が
な
く
て
前
条
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
出
版
物
の
納
入
を
し
な
か
つ
た
と
き
は
、
そ
の
出
版
物
の
小
売
価
額
（
小

売
価
額
の
な
い
と
き
は
こ
れ
に
相
当
す
る
金
額
）
の
五
倍
に
相
当
す
る
金
額

以
下
の
過
料
に
処
す
る
。

②

発
行
者
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
、
前
項
の
過
料
は
、
そ
の
代
表
者
に
対
し

科
す
る
。

第
十
一
章
の
二

国
、
地
方
公
共
団
体
、
独
立
行
政
法
人
等
の
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
資
料
の
記
録

第
二
十
五
条
の
三

館
長
は
、
公
用
に
供
す
る
た
め
、
第
二
十
四
条
及
び
第
二

十
四
条
の
二
に
規
定
す
る
者
が
公
衆
に
利
用
可
能
と
し
、
又
は
当
該
者
が
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
提
供
す
る
役
務
に
よ
り
公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ

た
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
資
料
（
電
子
的
方
法
、
磁
気
的
方
法
そ
の
他
の
人
の
知

覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
法
に
よ
り
記
録
さ
れ
た
文
字
、

映
像
、
音
又
は
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
つ
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
公
衆
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に
利
用
可
能
と
さ
れ
た
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
国
立
国
会
図
書
館

の
使
用
に
係
る
記
録
媒
体
に
記
録
す
る
こ
と
に
よ
り
収
集
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

②

第
二
十
四
条
及
び
第
二
十
四
条
の
二
に
規
定
す
る
者
は
、
自
ら
が
公
衆
に

利
用
可
能
と
し
、
又
は
自
ら
が
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
て
提
供
す
る
役
務

に
よ
り
公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ
て
い
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
資
料
（
そ
の
性

質
及
び
公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ
た
目
的
に
か
ん
が
み
、
前
項
の
目
的
の
達

成
に
支
障
が
な
い
と
認
め
ら
れ
る
も
の
と
し
て
館
長
の
定
め
る
も
の
を
除
く
。

次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
つ
い
て
、
館
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
館

長
が
前
項
の
記
録
を
適
切
に
行
う
た
め
に
必
要
な
手
段
を
講
じ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

③

館
長
は
、
第
二
十
四
条
及
び
第
二
十
四
条
の
二
に
規
定
す
る
者
に
対
し
、

当
該
者
が
公
衆
に
利
用
可
能
と
し
、
又
は
当
該
者
が
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通

じ
て
提
供
す
る
役
務
に
よ
り
公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ
た
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

資
料
の
う
ち
、
第
一
項
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
特
に
必
要
が
あ
る
も
の
と

し
て
館
長
が
定
め
る
も
の
に
該
当
す
る
も
の
に
つ
い
て
、
国
立
国
会
図
書
館

に
提
供
す
る
よ
う
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
者

は
、
正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
そ
の
求
め
に
応
じ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。第

十
一
章
の
三

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の
記
録

第
二
十
五
条
の
四

第
二
十
四
条
及
び
第
二
十
四
条
の
二
に
規
定
す
る
者
以
外

の
者
は
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
（
電
子
的
方
法
、
磁
気
的
方
法
そ
の
他
の
人
の

知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
法
に
よ
り
記
録
さ
れ
た
文

字
、
映
像
、
音
又
は
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
つ
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
そ
の
他
の

送
信
手
段
に
よ
り
公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ
、
又
は
送
信
さ
れ
る
も
の
の
う

ち
、
図
書
又
は
逐
次
刊
行
物
（
機
密
扱
い
の
も
の
及
び
書
式
、
ひ
な
形
そ
の

他
簡
易
な
も
の
を
除
く
。
）
に
相
当
す
る
も
の
と
し
て
館
長
が
定
め
る
も
の

を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
公
衆
に
利
用
可
能
と
し
、
又
は
送
信
し
た
と
き

は
、
前
条
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
を
除
い
て
、
文
化
財
の
蓄
積
及
び
そ
の

利
用
に
資
す
る
た
め
、
館
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
オ
ン
ラ
イ
ン

資
料
を
国
立
国
会
図
書
館
に
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②

前
項
の
規
定
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
適
用
し
な
い
。

一

館
長
が
、
第
二
十
四
条
及
び
第
二
十
四
条
の
二
に
規
定
す
る
者
以
外
の

者
か
ら
、
当
該
者
が
公
衆
に
利
用
可
能
と
し
、
又
は
送
信
し
た
オ
ン
ラ
イ

ン
資
料
を
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
提
供
を
経
ず
に
、
館
長
が
国
立
国
会
図

書
館
の
使
用
に
係
る
記
録
媒
体
に
記
録
す
る
こ
と
を
求
め
る
旨
の
申
出
を

受
け
、
か
つ
、
こ
れ
を
承
認
し
た
場
合

二

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の
内
容
が
こ
の
条
の
規
定
に
よ
り
前
に
収
集
さ
れ
た

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の
内
容
に
比
し
増
減
又
は
変
更
が
な
い
場
合

三

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の
性
質
及
び
公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ
、
又
は
送
信

さ
れ
た
目
的
に
鑑
み
前
項
の
目
的
の
達
成
に
支
障
が
な
い
と
館
長
が
認
め

た
場
合

四

そ
の
他
館
長
が
特
別
の
事
由
が
あ
る
と
認
め
た
場
合

③

館
長
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
提
供
又
は
前
項
第
一
号
の
承
認
に
係
る
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オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
を
国
立
国
会
図
書
館
の
使
用
に
係
る
記
録
媒
体
に
記
録
す

る
こ
と
に
よ
り
収
集
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

④

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
を
提
供
し
た
者
（
以
下
こ
の
項

に
お
い
て
「
提
供
者
」
と
い
う
。
）
に
対
し
て
は
、
館
長
は
、
そ
の
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
、
同
項
の
規
定
に
よ
る
提
供
に
関
し
通
常
要
す
べ
き
費
用
に

相
当
す
る
金
額
を
交
付
す
る
。
た
だ
し
、
提
供
者
か
ら
そ
の
交
付
を
要
し
な

い
旨
の
意
思
の
表
明
が
あ
つ
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
略
）

附

則
（
平
成
十
二
年
四
月
七
日
法
律
第
三
十
七
号
）
抄

（
略
）

２

こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
国
立
国
会
図
書
館
法
第
二
十
四
条
第
一
項
第

六
号
に
該
当
す
る
出
版
物
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
館
長
の
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
同
条
か
ら
第
二
十
五
条
ま
で
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
納

入
を
免
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
略
）

附

則
（
平
成
十
六
年
十
二
月
一
日
法
律
第
百
四
十
五
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
平
成
十
七
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。[

以
下
略]

 

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
発
行
さ
れ
た
出
版
物
の
納
入
に
つ
い
て
は
、

な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
略
）

附

則
（
平
成
十
七
年
七
月
六
日
法
律
第
八
十
二
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
平
成
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
［
以
下
略
］

附

則
（
平
成
十
七
年
十
月
二
十
一
日
法
律
第
百
二
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
郵
政
民
営
化
法
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
［
以

下
略
］

（
施
行
の
日
＝
平
成
十
九
年
十
月
一
日
）

附

則
（
平
成
十
九
年
三
月
三
十
一
日
法
律
第
十
号
）

１

こ
の
法
律
は
、
平
成
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
［
以
下
略
］

２

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
国
立
国
会
図
書
館
が
寄
贈
又
は
遺
贈
を
受
け
た
出

版
物
に
係
る
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
前
の
国
立
国
会
図
書
館
法
第
二
十
五

条
第
四
項
に
規
定
す
る
全
日
本
出
版
物
の
目
録
で
あ
っ
て
出
版
さ
れ
た
も

の
の
送
付
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附

則
（
平
成
十
九
年
三
月
三
十
一
日
法
律
第
十
六
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
平
成
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一

第
二
条
、
附
則
第
四
条
第
一
項
及
び
第
五
項
、
附
則
第
五
条
か
ら
第
十

二
条
ま
で
並
び
に
附
則
第
十
三
条
第
二
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定

平
成
十
九
年
十
月
一
日

二

［
略
］
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附

則
（
平
成
十
九
年
六
月
六
日
法
律
第
七
十
六
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
超
え
な
い
範
囲
内

に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。
［
以
下
略
］

（
政
令
で
定
め
る
日
＝
平
成
二
十
年
一
月
一
日
）

附

則
（
平
成
十
九
年
六
月
十
三
日
法
律
第
八
十
二
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一

第
二
条
並
び
に
附
則
第
七
条
、
第
八
条
、
第
十
六
条
、
第
二
十
一
条
か

ら
第
二
十
四
条
ま
で
、
第
二
十
九
条
、
第
三
十
一
条
、
第
三
十
三
条
、
第

三
十
五
条
及
び
第
三
十
七
条
の
規
定

平
成
二
十
年
一
月
三
十
一
日
ま

で
の
間
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

（
政
令
で
定
め
る
日
＝
平
成
十
九
年
十
月
一
日
）

二

第
四
条
並
び
に
附
則
第
十
四
条
、
第
十
五
条
、
第
十
七
条
、
第
二
十
五

条
か
ら
第
二
十
八
条
ま
で
、
第
三
十
条
、
第
三
十
二
条
、
第
三
十
四
条
、

第
三
十
六
条
及
び
第
三
十
八
条
の
規
定

平
成
二
十
年
四
月
三
十
日
ま

で
の
間
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

（
政
令
で
定
め
る
日
＝
平
成
二
十
年
四
月
一
日
）

附

則
（
平
成
十
九
年
六
月
二
十
七
日
法
律
第
百
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
二
月
を
超
え
な
い
範
囲
内

に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
政
令
で
定
め
る
日
＝
平
成
十
九
年
八
月
十
日
）

（
旧
法
の
効
力
）

第
二
条

こ
の
法
律
に
よ
る
廃
止
前
の
総
合
研
究
開
発
機
構
法
（
以
下
「
旧
法
」

と
い
う
。
）
の
規
定
に
よ
る
総
合
研
究
開
発
機
構
で
あ
っ
て
こ
の
法
律
の
施

行
の
際
現
に
存
す
る
も
の
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
旧

法
（
第
三
条
、
第
四
条
第
二
項
か
ら
第
六
項
ま
で
及
び
第
二
章
の
規
定
を
除

く
。
以
下
同
じ
。
）
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
日
か
ら
機
構
が
解
散

を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
清
算
結
了
の
登
記
の
時
、
次
条
に
規
定
す
る

組
織
変
更
を
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
そ
の
組
織
変
更
の
効
力
が
生
ず
る
時

ま
で
の
間
（
以
下
「
旧
法
適
用
期
間
」
と
い
う
。
）
は
、
な
お
そ
の
効
力
を

有
す
る
。

（
国
立
国
会
図
書
館
法
等
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
）

第
三
十
四
条

附
則
第
三
十
一
条
及
び
附
則
第
三
十
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正

前
の
次
に
掲
げ
る
法
律
の
規
定
は
、
旧
法
適
用
期
間
中
は
、
な
お
そ
の
効
力

を
有
す
る
。

一

国
立
国
会
図
書
館
法
別
表
第
一
総
合
研
究
開
発
機
構
の
項

二
～
八

［
略
］

附

則
（
平
成
二
十
年
四
月
二
十
五
日
法
律
第
二
十
号
）

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
別
表
第

一
日
本
中
央
競
馬
会
の
項
の
次
に
一
項
を
加
え
る
改
正
規
定
は
日
本
年
金
機
構

法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
百
九
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
、
別
表
第
二
の
改
正
規

定
は
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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（
施
行
の
日
＝
平
成
二
十
二
年
一
月
一
日
）

附

則
（
平
成
二
十
一
年
三
月
三
十
一
日
法
律
第
十
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、

第
五
条
並
び
に
附
則
第
五
条
第
三
項
か
ら
第
六
項
ま
で
及
び
第
七
条
か
ら

第
十
五
条
ま
で
の
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
超
え
な
い
範

囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
政
令
で
定
め
る
日
＝
平
成
二
十
一
年
六
月
一
日
）

附

則
（
平
成
二
十
一
年
七
月
十
日
法
律
第
七
十
三
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条

こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
国
立
国
会
図
書
館
法
第
二
十
五
条
の
三

第
三
項
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
際
現
に
公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ

て
い
る
同
条
第
一
項
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
資
料
及
び
こ
の
法
律
の
施
行
後

に
公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ
た
同
項
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
資
料
に
つ
い
て

適
用
す
る
。

附

則
（
平
成
二
十
三
年
五
月
二
日
法
律
第
三
十
九
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
五
条
第
一

項
及
び
第
四
十
七
条
並
び
に
附
則
第
二
十
二
条
か
ら
第
五
十
一
条
ま
で
の

規
定
は
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
二
十
四
年
六
月
二
十
二
日
法
律
第
三
十
二
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
五
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、

別
表
第
一
の
改
正
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
提
供
の
免
除
）

第
二
条

こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
国
立
国
会
図
書
館
法
（
次
条
に
お
い
て

「
新
法
」
と
い
う
。
）
第
二
十
五
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
オ
ン
ラ
イ
ン

資
料
の
う
ち
有
償
で
公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ
、
又
は
送
信
さ
れ
る
も
の
及

び
技
術
的
制
限
手
段
（
電
子
的
方
法
、
磁
気
的
方
法
そ
の
他
の
人
の
知
覚
に

よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
法
に
よ
り
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の

閲
覧
又
は
記
録
を
制
限
す
る
手
段
で
あ
っ
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の
閲
覧
若

し
く
は
記
録
の
た
め
に
用
い
ら
れ
る
機
器
（
以
下
「
閲
覧
等
機
器
」
と
い
う
。
）

が
特
定
の
反
応
を
す
る
信
号
を
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
と
と
も
に
記
録
媒
体
に

記
録
し
、
若
し
く
は
送
信
す
る
方
式
又
は
閲
覧
等
機
器
が
特
定
の
変
換
を
必

要
と
す
る
よ
う
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
を
変
換
し
て
記
録
媒
体
に
記
録
し
、
若
し

く
は
送
信
す
る
方
式
に
よ
る
も
の
を
い
う
。
）
が
付
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ

い
て
は
、
当
分
の
間
、
館
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
同
項
の
規
定
に
か

か
わ
ら
ず
、
そ
の
提
供
を
免
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
経
過
措
置
）

第
三
条

新
法
第
二
十
五
条
の
四
第
一
項
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
に

公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ
、
又
は
送
信
さ
れ
た
同
項
に
規
定
す
る
オ
ン
ラ
イ

ン
資
料
に
つ
い
て
適
用
す
る
。
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附

則
（
平
成
二
十
六
年
五
月
二
十
一
日
法
律
第
四
十
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
超
え
な
い
範
囲
内

に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。
［
以
下
略
］

（
政
令
で
定
め
る
日
＝
平
成
二
十
六
年
八
月
十
八
日
）

別
表
第
一
（
第
二
十
四
条
関
係
）

別
表
第
二
（
第
二
十
四
条
の
二
関
係
）

（
注
）

第
十
八
条
及
び
第
三
十
条
の
条
文
中
の
「
々
」
は
、
二
の
字
点
を
置
き
換
え
た
も

の
で
あ
る
。

名

称

根

拠

法

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫

沖
縄
振
興
開
発
金
融
公
庫
法
（
昭
和
四
十

七
年
法
律
第
三
十
一
号
）

株
式
会
社
国
際
協
力
銀
行

株
式
会
社
国
際
協
力
銀
行
法
（
平
成
二
十

三
年
法
律
第
三
十
九
号
）

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融

公
庫

株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
（
平
成

十
九
年
法
律
第
五
十
七
号
）

原
子
力
損
害
賠
償
・
廃
炉

等
支
援
機
構

原
子
力
損
害
賠
償
・
廃
炉
等
支
援
機
構
法

（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
九
十
四
号
）

日
本
銀
行

日
本
銀
行
法
（
平
成
九
年
法
律
第
八
十
九

号
）

日
本
司
法
支
援
セ
ン
タ
ー

総
合
法
律
支
援
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第

七
十
四
号
）

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共

済
事
業
団

日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
法
（
平

成
九
年
法
律
第
四
十
八
号
）

日
本
中
央
競
馬
会

日
本
中
央
競
馬
会
法
（
昭
和
二
十
九
年
法

律
第
二
百
五
号
）

日
本
年
金
機
構

日
本
年
金
機
構
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第

百
九
号
）

農
水
産
業
協
同
組
合
貯
金

保
険
機
構

農
水
産
業
協
同
組
合
貯
金
保
険
法
（
昭
和

四
十
八
年
法
律
第
五
十
三
号
）

預
金
保
険
機
構

預
金
保
険
法
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第
三

十
四
号
）

名

称

根

拠

法

地
方
競
馬
全
国
協
会

競
馬
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
五
十

八
号
）

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構
法
（
平
成
十
九

年
法
律
第
六
十
四
号
）

日
本
下
水
道
事
業
団

日
本
下
水
道
事
業
団
法
（
昭
和
四
十
七
年

法
律
第
四
十
一
号
）
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納
本
制
度
審
議
会
規
程

（
平
成
九
年
一
月
二
十
二
日
国
立
国
会
図
書
館
規
程
第
一
号
）

改
正

平
成

十
一
年

四
月

一
日
国
立
国
会
図
書
館
規
程
第
二
号

同

二
十
年

四
月

一
日
同

第
二
号

同

二
十
五
年

五
月

三
十
日
同

第
一
号

（
目
的
及
び
設
置
）

第
一
条

国
立
国
会
図
書
館
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
五
号
。
以
下
「
法
」

と
い
う
。
）
第
十
章
及
び
第
十
一
章
に
規
定
す
る
出
版
物
の
納
入
に
関
す
る

制
度
、
法
第
十
一
章
の
二
に
規
定
す
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
資
料
の
記
録
に
関

す
る
制
度
並
び
に
法
第
十
一
章
の
三
に
規
定
す
る
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の
記
録

に
関
す
る
制
度
（
以
下
「
納
本
制
度
等
」
と
い
う
。
）
の
改
善
及
び
そ
の
適

正
な
運
用
に
資
す
る
た
め
、
国
立
国
会
図
書
館
に
、
納
本
制
度
審
議
会
（
以

下
「
審
議
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。

（
所
掌
事
務
）

第
二
条

審
議
会
は
、
国
立
国
会
図
書
館
長
（
以
下
「
館
長
」
と
い
う
。
）
の

諮
問
に
応
じ
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
調
査
審
議
す
る
。

一

納
本
制
度
等
に
関
す
る
重
要
事
項

二

法
第
二
十
五
条
第
三
項
に
規
定
す
る
代
償
金
の
額
及
び
法
第
二
十
五
条

の
四
第
四
項
に
規
定
す
る
金
額
に
関
す
る
事
項

２

審
議
会
は
、
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
関
し
、
館
長
に
意
見
を
述
べ
る

こ
と
が
で
き
る
。

（
組
織
）

第
三
条

審
議
会
は
、
委
員
二
十
人
以
内
で
組
織
す
る
。

（
委
員
）

第
四
条

委
員
は
、
学
識
経
験
の
あ
る
者
の
う
ち
か
ら
、
館
長
が
委
嘱
す
る
。

２

委
員
の
委
嘱
期
間
は
、
二
年
と
し
、
再
委
嘱
さ
れ
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
。

た
だ
し
、
補
欠
の
委
員
の
委
嘱
期
間
は
、
前
委
員
の
残
存
期
間
と
す
る
。

３

委
員
は
、
非
常
勤
と
す
る
。

（
会
長
）

第
五
条

審
議
会
に
、
会
長
を
置
き
、
委
員
の
互
選
に
よ
っ
て
こ
れ
を
定
め
る
。

２

会
長
は
、
会
務
を
総
理
し
、
審
議
会
を
代
表
す
る
。

３

会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
会
長
が
あ
ら
か
じ
め
指
名
す
る
委
員
が
、

そ
の
職
務
を
代
理
す
る
。

（
専
門
委
員
）

第
六
条

審
議
会
に
、
専
門
の
事
項
を
調
査
さ
せ
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
き
は
、

専
門
委
員
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

２

専
門
委
員
は
、
学
識
経
験
の
あ
る
者
の
う
ち
か
ら
、
館
長
が
委
嘱
す
る
。

３

専
門
委
員
は
、
当
該
専
門
の
事
項
に
関
す
る
調
査
が
終
了
し
た
と
き
は
、

解
嘱
さ
れ
る
も
の
と
す
る
。

４

専
門
委
員
は
、
非
常
勤
と
す
る
。

（
部
会
）

第
七
条

審
議
会
に
、
そ
の
所
掌
事
務
に
係
る
事
項
の
う
ち
、
第
二
条
第
一
項

第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
担
当
さ
せ
る
た
め
、
代
償
金
部
会
（
以
下
「
部
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会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。

２

部
会
に
属
す
べ
き
委
員
は
、
館
長
が
指
名
す
る
。

３

部
会
に
部
会
長
を
置
き
、
部
会
に
属
す
る
委
員
の
互
選
に
よ
っ
て
こ
れ
を

定
め
る
。

４

部
会
長
は
、
部
会
の
事
務
を
掌
理
す
る
。

５

部
会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
部
会
に
属
す
る
委
員
の
う
ち
か
ら
部
会

長
が
あ
ら
か
じ
め
指
名
す
る
者
が
、
そ
の
職
務
を
代
理
す
る
。

第
八
条

審
議
会
は
、
そ
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
部
会
の
議
決
を
も
っ
て

審
議
会
の
議
決
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
議
事
）

第
九
条

審
議
会
は
、
委
員
の
過
半
数
が
出
席
し
な
け
れ
ば
、
議
事
を
開
き
、

議
決
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

２

審
議
会
の
議
事
は
、
出
席
し
た
委
員
の
過
半
数
を
も
っ
て
決
し
、
可
否
同

数
の
と
き
は
、
会
長
の
決
す
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

３

前
二
項
の
規
定
は
、
部
会
の
議
事
に
準
用
す
る
。

（
庶
務
）

第
十
条

審
議
会
の
庶
務
は
、
国
立
国
会
図
書
館
収
集
書
誌
部
に
お
い
て
処
理

す
る
。

（
雑
則
）

第
十
一
条

こ
の
規
程
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
議
事
の
手
続
そ
の
他
審
議
会

の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
会
長
が
審
議
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。

附

則

抄

１

こ
の
規
程
は
、
平
成
九
年
一
月
二
十
二
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
十
一
年
四
月
一
日
国
立
国
会
図
書
館
規
程
第
二
号
）
抄

１

こ
の
規
程
は
、
平
成
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
二
十
年
四
月
一
日
国
立
国
会
図
書
館
規
程
第
二
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
程
は
、
平
成
二
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
二
十
五
年
五
月
三
十
日
国
立
国
会
図
書
館
規
程
第
一
号
）
抄

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
程
は
、
改
正
法
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
施
行
の
日
＝
平
成
二
十
五
年
七
月
一
日
）
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納
本
制
度
審
議
会
議
事
運
営
規
則（

平
成
十
一
年
六
月
七
日
制
定
）

改
正

平
成

十
五
年
三
月

十
三
日

同

二
十
一
年
十
月

十
三
日

同

二
十
五
年
七
月
二
十
三
日

（
招
集
）

第
一
条

納
本
制
度
審
議
会
（
以
下
「
審
議
会
」
と
い
う
。
）
は
、
会
長
が
招

集
す
る
。

（
議
事
）

第
二
条

会
長
は
、
審
議
会
の
議
長
と
な
り
、
議
事
を
整
理
す
る
。

第
三
条

発
言
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
議
長
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

第
四
条

動
議
は
、
賛
成
者
が
な
け
れ
ば
議
題
と
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

第
五
条

審
議
会
は
、
議
事
に
関
し
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
専
門
委

員
を
審
議
会
に
出
席
さ
せ
、
当
該
専
門
事
項
に
関
し
意
見
を
求
め
る
こ
と

が
で
き
る
。

（
部
会
）

第
六
条

代
償
金
部
会
（
以
下
「
部
会
」
と
い
う
。
）
は
、
部
会
長
が
招
集
す

る
。

第
七
条

国
立
国
会
図
書
館
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
五
号
）
第
二
十
五
条

第
三
項
に
規
定
す
る
代
償
金
の
額
及
び
同
法
第
二
十
五
条
の
四
第
四
項
に

規
定
す
る
金
額
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
は
、
会
長
は
、
こ
れ
を
部
会
に

付
託
す
る
も
の
と
す
る
。

第
八
条

前
条
の
場
合
に
お
い
て
は
、
部
会
の
議
決
を
も
っ
て
審
議
会
の
議
決

と
す
る
。
た
だ
し
、
会
長
が
重
要
で
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
こ
の
限
り

で
な
い
。

第
九
条

部
会
長
は
、
部
会
に
お
け
る
調
査
審
議
の
経
過
及
び
議
決
を
次
の
審

議
会
に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。

（
小
委
員
会
）

第
十
条

会
長
は
、
特
定
の
事
項
を
調
査
審
議
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め

る
と
き
は
、
審
議
会
に
小
委
員
会
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

２

小
委
員
会
に
属
す
べ
き
委
員
及
び
専
門
委
員
は
、
会
長
が
指
名
す
る
。

３

小
委
員
会
に
小
委
員
長
を
置
き
、
そ
の
小
委
員
会
に
属
す
る
委
員
の
う
ち

か
ら
、
会
長
が
こ
れ
を
指
名
す
る
。

第
十
一
条

小
委
員
会
は
、
小
委
員
長
が
招
集
す
る
。

第
十
二
条

小
委
員
長
は
、
小
委
員
会
に
お
け
る
調
査
審
議
の
経
過
及
び
結
果

を
審
議
会
に
報
告
す
る
も
の
と
す
る
。

（
準
用
）

第
十
三
条

第
二
条
か
ら
第
四
条
ま
で
の
規
定
は
、
部
会
及
び
小
委
員
会
の
会

議
に
準
用
す
る
。

（
議
事
録
）

第
十
四
条

会
長
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
議
事
録
を
調
整

す
る
。
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一

審
議
会
の
開
催
日
時
及
び
場
所

二

出
席
し
た
委
員
の
氏
名

三

議
題

四

議
事
の
概
要

五

そ
の
他
必
要
な
事
項

第
十
五
条

議
事
録
は
、
国
立
国
会
図
書
館
収
集
書
誌
部
収
集
・
書
誌
調
整
課

に
お
い
て
作
成
す
る
。

（
議
事
録
等
の
公
開
）

第
十
六
条

議
事
録
そ
の
他
審
議
会
の
資
料
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
公

開
す
る
も
の
と
す
る
。

（
雑
則
）

第
十
七
条

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
議
事
の
手
続
そ
の
他
運
営
に

関
し
必
要
な
事
項
は
、
会
長
が
定
め
る
。

附

則

１

こ
の
規
則
は
、
平
成
十
一
年
六
月
七
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

納
本
制
度
調
査
会
議
事
運
営
規
則
（
平
成
九
年
三
月
三
日
納
本
制
度
調
査

会
決
定
）
は
、
廃
止
す
る
。
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国
立
国
会
図
書
館
法
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の
記
録
に
関

す
る
規
程

（
平
成
二
十
五
年
五
月
三
十
日
国
立
国
会
図
書
館
規
程
第
一
号
）

（
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
）

第
一
条

国
立
国
会
図
書
館
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
五
号
。
以
下
「
法
」

と
い
う
。
）
第
二
十
五
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
館
長
が
定
め
る
も
の
は
、

次
に
掲
げ
る
も
の
（
機
密
扱
い
の
も
の
及
び
書
式
、
ひ
な
形
そ
の
他
簡
易
な

も
の
並
び
に
次
条
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
り
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
も

の
を
除
く
。
）
と
す
る
。

一

公
衆
に
利
用
可
能
と
し
、
又
は
送
信
す
る
際
に
、
図
書
若
し
く
は
逐
次

刊
行
物
の
流
通
の
た
め
に
使
用
さ
れ
る
コ
ー
ド
（
特
定
の
図
書
又
は
逐
次

刊
行
物
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
、
記
号
そ
の
他
の
符
号
を
い
う
。
以
下

同
じ
。
）
又
は
当
該
コ
ー
ド
に
類
す
る
も
の
で
あ
っ
て
館
長
が
定
め
る
も

の
が
付
与
さ
れ
て
い
る
も
の

二

文
字
、
図
形
等
を
結
合
し
、
閲
覧
、
複
製
及
び
頒
布
に
適
し
た
形
で
記

録
す
る
こ
と
を
主
な
目
的
と
す
る
記
録
方
式
と
し
て
館
長
が
定
め
る
も
の

に
よ
り
記
録
さ
れ
て
い
る
も
の
（
目
次
、
索
引
そ
の
他
の
こ
れ
に
附
帯
す

る
も
の
を
含
む
。
）

（
提
供
の
方
法
）

第
二
条

法
第
二
十
五
条
の
四
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
法
第
二
十
四
条
及
び
第

二
十
四
条
の
二
に
規
定
す
る
者
以
外
の
者
が
同
項
の
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
（
以

下
単
に
「
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
」
と
い
う
。
）
を
国
立
国
会
図
書
館
に
提
供
す

る
方
法
は
、
次
の
い
ず
れ
か
の
方
法
と
す
る
。

一

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
及
び
当
該
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の
題
名
、
作
成
者
そ
の

他
の
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
を
識
別
す
る
た
め
に
必
要
な
情
報
と
し
て
館
長
が

定
め
る
も
の
（
以
下
「
メ
タ
デ
ー
タ
」
と
い
う
。
）
を
、
国
立
国
会
図
書

館
が
提
供
す
る
送
信
用
情
報
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
て
送
信
す
る
方
法

二

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
及
び
当
該
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の
メ
タ
デ
ー
タ
を
、
館

長
が
定
め
る
記
録
媒
体
に
、
館
長
が
定
め
る
記
録
方
式
に
よ
り
記
録
し
、

郵
送
す
る
方
法

（
収
集
目
的
の
達
成
に
支
障
が
な
い
場
合
）

第
三
条

法
第
二
十
五
条
の
四
第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
館
長
が
認
め
た
場

合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
と
す
る
。

一

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
が
当
該
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
を
公
衆
に
利
用
可
能
と
し
、

又
は
送
信
し
た
者
の
事
務
に
係
る
申
込
み
、
承
諾
等
を
し
、
又
は
受
け
る

こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ
る
場
合

二

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
が
前
に
納
入
さ
れ
た
図
書
又
は
逐
次
刊
行
物
と
同
一

の
版
面
で
構
成
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
に
つ
き
、
当
該
オ
ン
ラ
イ
ン
資

料
を
公
衆
に
利
用
可
能
と
し
、
又
は
送
信
し
た
者
の
申
出
を
受
け
、
館
長

が
確
認
し
た
場
合

三

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
が
長
期
間
に
わ
た
り
継
続
し
て
公
衆
に
利
用
可
能
と

す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
も
の
で
あ
っ
て
、
か
つ
、
特
段
の
事
情
な
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く
消
去
さ
れ
な
い
と
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
場
合

（
法
第
二
十
五
条
の
四
第
四
項
に
規
定
す
る
金
額
の
決
定
手
続
）

第
四
条

法
第
二
十
五
条
の
四
第
四
項
に
規
定
す
る
金
額
は
、
館
長
が
、
納
本

制
度
審
議
会
に
諮
問
し
、
決
定
す
る
。

（
提
供
の
免
除
）

第
五
条

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の
う
ち
有
償
で
公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ
、
又
は

送
信
さ
れ
る
も
の
及
び
国
立
国
会
図
書
館
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平

成
二
十
四
年
法
律
第
三
十
二
号
。
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
二

条
に
規
定
す
る
技
術
的
制
限
手
段
が
付
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当

分
の
間
、
そ
の
提
供
を
免
ず
る
。

（
公
示
）

第
六
条

館
長
は
、
第
一
条
第
一
号
の
コ
ー
ド
及
び
当
該
コ
ー
ド
に
類
す
る
も

の
、
同
条
第
二
号
の
記
録
方
式
、
第
二
条
第
一
号
の
情
報
、
同
条
第
二
号
の

記
録
媒
体
及
び
記
録
方
式
並
び
に
第
四
条
第
一
項
の
金
額
を
定
め
た
と
き
は
、

官
報
に
よ
り
公
示
す
る
も
の
と
す
る
。

（
委
任
）

第
七
条

こ
の
規
程
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
の
記
録
に
関

し
必
要
な
事
項
は
、
館
長
が
定
め
る
。

附

則

抄

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
程
は
、
改
正
法
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
施
行
の
日
＝
平
成
二
十
五
年
七
月
一
日
）

（
法
第
二
十
五
条
の
四
第
四
項
に
規
定
す
る
金
額
の
決
定
手
続
に
関
す
る
特

例
）

２

こ
の
規
程
の
施
行
後
初
め
て
、
館
長
が
法
第
二
十
五
条
の
四
第
四
項
に
規

定
す
る
金
額
を
決
定
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
第
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
納
本
制
度
審
議
会
に
諮
問
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。
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国
立
国
会
図
書
館
法
第
二
十
五
条
の
四
第
四
項
に
規
定
す
る

金
額
等
に
関
す
る
件

（
平
成
二
十
五
年
五
月
三
十
日
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
一
号
）

改
正

平
成
二
十
六
年
六
月

十
八
日
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
一
号

改
正

同

二
十
七
年
六
月

九
日
同

第
一
号

（
国
立
国
会
図
書
館
法
第
二
十
五
条
の
四
第
四
項
に
規
定
す
る
金
額
）

１

国
立
国
会
図
書
館
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
五
号
）
第
二
十
五
条
の
四

第
四
項
に
規
定
す
る
金
額
は
、
国
立
国
会
図
書
館
法
に
よ
る
オ
ン
ラ
イ
ン
資

料
の
記
録
に
関
す
る
規
程
（
平
成
二
十
五
年
国
立
国
会
図
書
館
規
程
第
一
号
。

以
下
「
規
程
」
と
い
う
。
）
第
二
条
第
一
号
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
る
提
供

に
つ
い
て
は
零
と
し
、
同
条
第
二
号
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
る
提
供
に
つ
い

て
は
次
に
掲
げ
る
金
額
の
合
計
額
と
す
る
。

一

記
録
媒
体
の
購
入
に
要
す
る
金
額

記
録
媒
体
一
点
に
つ
き
八
十
六
円

二

送
付
に
要
す
る
金
額

郵
送
に
要
す
る
最
低
の
料
金
に
相
当
す
る
金
額

（
規
程
第
一
条
第
一
号
の
コ
ー
ド
）

２

規
程
第
一
条
第
一
号
の
コ
ー
ド
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

工
業
標
準
化
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
五
号
）
に
基
づ
く
日

本
工
業
規
格
（
以
下
「
日
本
工
業
規
格
」
と
い
う
。
）
Ｘ
〇
三
〇
五
で
定

め
る
国
際
標
準
図
書
番
号

二

日
本
工
業
規
格
Ｘ
〇
三
〇
六
で
定
め
る
国
際
標
準
逐
次
刊
行
物
番
号

三

国
際
標
準
化
機
構
の
規
格
第
二
六
三
二
四
号
で
定
め
る
デ
ジ
タ
ル
オ
ブ

ジ
ェ
ク
ト
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
フ
ァ
イ
ア
ー

（
規
程
第
一
条
第
二
号
の
記
録
方
式
）

３

規
程
第
一
条
第
二
号
の
記
録
方
式
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

Ｐ
Ｄ
Ｆ
方
式

二

Ｅ
Ｐ
Ｕ
Ｂ
方
式

三

Ｄ
Ａ
Ｉ
Ｓ
Ｙ
方
式

（
規
程
第
二
条
第
一
号
の
情
報
）

４

規
程
第
二
条
第
一
号
の
情
報
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一

題
名

二

作
成
者

三

出
版
者
（
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
を
公
衆
に
利
用
可
能
と
し
、
又
は
送
信
し

た
者
を
い
う
。
）

四

出
版
日
（
オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
を
公
衆
に
利
用
可
能
と
し
、
又
は
送
信
し

た
日
を
い
う
。
）

五

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
に
複
数
の
版
が
存
在
す
る
場
合
は
、
版
に
関
す
る
情

報
六

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
が
規
程
第
一
条
第
一
号
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
場
合

は
、
同
号
に
規
定
す
る
コ
ー
ド
の
情
報

七

オ
ン
ラ
イ
ン
資
料
が
ハ
イ
パ
ー
テ
キ
ス
ト
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
プ
ロ
ト
コ

ル
に
よ
り
公
衆
に
利
用
可
能
と
さ
れ
た
場
合
は
、
ユ
ニ
フ
ォ
ー
ム
リ
ソ
ー

ス
ロ
ケ
ー
タ
ー

（
規
程
第
二
条
第
二
号
の
記
録
媒
体
）
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５

規
程
第
二
条
第
二
号
の
記
録
媒
体
は
、
日
本
工
業
規
格
Ｘ
六
二
四
九
に
適

合
す
る
直
径
百
二
十
ミ
リ
メ
ー
ト
ル
の
デ
ィ
ス
ク
と
す
る
。

（
規
程
第
二
条
第
二
号
の
記
録
方
式
）

６

規
程
第
二
条
第
二
号
の
記
録
方
式
は
、
ボ
リ
ュ
ー
ム
及
び
フ
ァ
イ
ル
構
成

に
つ
い
て
は
、
日
本
工
業
規
格
Ｘ
〇
六
〇
六
、
Ｘ
〇
六
〇
七
又
は
Ｘ
〇
六
〇

九
で
定
め
る
方
式
と
し
、
記
録
媒
体
へ
の
記
録
を
完
了
し
た
時
に
は
、
日
本

工
業
規
格
Ｘ
六
二
四
九
で
定
め
る
フ
ァ
イ
ナ
ラ
イ
ズ
の
処
理
を
行
い
、
追
記

不
可
の
状
態
と
す
る
も
の
と
す
る
。

附

則

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
五
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
二
十
六
年
六
月
十
八
日
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
一
号
）

１

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
六
年
六
月
十
八
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

こ
の
告
示
に
よ
る
改
正
後
の
国
立
国
会
図
書
館
法
第
二
十
五
条
の
四
第
四

項
に
規
定
す
る
金
額
等
に
関
す
る
件
第
一
項
第
一
号
の
規
定
は
、
平
成
二
十

六
年
六
月
十
八
日
以
後
に
受
理
し
た
記
録
媒
体
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前

に
受
理
し
た
記
録
媒
体
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附

則
（
平
成
二
十
七
年
六
月
九
日
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
一
号
）

１

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
七
年
六
月
九
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

こ
の
告
示
に
よ
る
改
正
後
の
国
立
国
会
図
書
館
法
第
二
十
五
条
の
四
第
四

項
に
規
定
す
る
金
額
等
に
関
す
る
件
第
一
項
第
一
号
の
規
定
は
、
平
成
二
十

七
年
六
月
九
日
以
後
に
受
理
し
た
記
録
媒
体
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に

受
理
し
た
記
録
媒
体
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。
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国
立
国
会
図
書
館
法
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
納
入
す
る

出
版
物
の
代
償
金
額
に
関
す
る
件

（
昭
和
五
十
年
一
月
三
十
日
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
一
号
）

改
正

昭
和
五
十
六
年

十
月
二
十
七
日
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
一
号

同

五
十
七
年
十
二
月
二
十
八
日
同

第
三
号

平
成

十
一
年

三
月
二
十
四
日
同

第
一
号

同

十
二
年

九
月
二
十
七
日
同

第
四
号

同

二
十
三
年

十
月

十
二
日
同

第
二
号

１

国
立
国
会
図
書
館
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
五
号
）
第
二
十
五
条
の
規

定
に
よ
り
納
入
す
る
出
版
物
の
代
償
金
額
は
、
次
の
各
号
の
区
分
に
従
い
国

立
国
会
図
書
館
の
館
長
が
定
め
る
金
額
（
当
該
出
版
物
の
出
版
に
通
常
要
す

べ
き
費
用
が
当
該
各
号
に
定
め
る
最
高
の
割
合
の
金
額
を
超
え
る
も
の
、
小

売
価
格
の
表
示
の
な
い
も
の
そ
の
他
当
該
各
号
の
規
定
と
異
な
る
取
扱
い
を

要
す
る
と
認
め
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
そ
の
都
度
納
本
制
度
審
議
会
に
諮
つ

て
定
め
る
金
額
）
に
、
当
該
出
版
物
の
納
入
に
要
す
る
金
額
を
加
算
し
た
金

額
と
す
る
。

一

図
書
（
点
字
版
の
も
の
を
除
く
。
）
、
蓄
音
機
用
レ
コ
ー
ド
及
び
パ
ッ

ケ
ー
ジ
系
電
子
出
版
物
（
国
立
国
会
図
書
館
法
第
二
十
四
条
第
一
項
第
九

号
に
該
当
す
る
出
版
物
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
つ

い
て
は
、
小
売
価
格
（
パ
ッ
ケ
ー
ジ
系
電
子
出
版
物
に
あ
つ
て
は
、
電
気

通
信
回
線
に
接
続
し
な
い
状
態
で
の
使
用
に
係
る
小
売
価
格
）
の
四
割
以

上
六
割
以
下
の
金
額
。
た
だ
し
、
蓄
音
機
用
レ
コ
ー
ド
に
つ
い
て
は
、
小

売
価
格
の
四
割
未
満
の
金
額
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

二

マ
イ
ク
ロ
写
真
資
料
に
つ
い
て
は
、
小
売
価
格
の
五
割
以
上
七
割
以
下

の
金
額

三

図
書
、
雑
誌
、
新
聞
そ
の
他
の
出
版
物
で
点
字
版
の
も
の
に
つ
い
て
は
、

小
売
価
格
の
四
割
以
上
八
割
以
下
の
金
額

四

前
三
号
に
規
定
す
る
出
版
物
を
除
き
、
雑
誌
、
新
聞
そ
の
他
の
出
版
物

に
つ
い
て
は
、
小
売
価
格
の
四
割
以
上
五
割
以
下
の
金
額

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
加
算
す
る
こ
と
の
で
き
る
当
該
出
版
物
の
納
入
に
要

す
る
金
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

送
付
に
要
す
る
金
額

郵
送
に
要
す
る
最
低
の
料
金
に
相
当
す
る
金
額

二

納
入
の
一
括
代
行
事
務
に
要
す
る
金
額

出
版
物
一
点
に
つ
き
百
五
十

円
以
上
百
七
十
円
以
下
の
範
囲
内
で
館
長
が
定
め
る
金
額

３

前
項
第
二
号
に
規
定
す
る
金
額
の
加
算
は
、
出
版
物
の
納
入
事
務
を
一
括

し
て
代
行
す
る
者
と
し
て
館
長
が
指
定
す
る
も
の
に
対
し
て
行
う
。

附

則

１

こ
の
告
示
は
、
昭
和
五
十
年
一
月
三
十
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

国
立
国
会
図
書
館
法
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
納
入
す
る
出
版
物
の
代

償
金
額
に
関
す
る
件
（
昭
和
二
十
四
年
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
一
号
）
は
、

廃
止
す
る
。

附

則
（
昭
和
五
十
六
年
十
月
二
十
七
日
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
一
号
）

こ
の
告
示
は
、
昭
和
五
十
六
年
十
月
二
十
七
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
昭
和
五
十
七
年
十
二
月
二
十
八
日
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
三
号
）

平成 28 年 3 月 23 日 

第 27 回納本制度審議会 
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こ
の
告
示
は
、
昭
和
五
十
八
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
十
一
年
三
月
二
十
四
日
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
一
号
）

こ
の
告
示
は
、
平
成
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
十
二
年
九
月
二
十
七
日
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
四
号
）

こ
の
告
示
は
、
平
成
十
二
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
二
十
三
年
十
月
十
二
日
国
立
国
会
図
書
館
告
示
第
二
号
）

こ
の
告
示
は
、
平
成
二
十
三
年
十
月
十
二
日
か
ら
施
行
す
る
。
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納 本 制 度 審 議 会  
平成 23 年 7 月 29 日 

国立国会図書館長

長  尾   真   殿

納本制度審議会会長

中 山 信 弘

答申  

国立国会図書館法第二十五条の規定により納入する出版物の

代償金額に関する件（昭和 50 年国立国会図書館告示第 1 号）

第 2 項第 2 号に規定する納入の一括代行事務に要する金額の

見直しについて  

 本審議会は、平成 23 年 6 月 28 日付け国図収 1106211 号により諮

問のあった「国立国会図書館法第二十五条の規定により納入する出

版物の代償金額に関する件（昭和 50 年国立国会図書館告示第 1 号）

第 2 項第 2 号に規定する納入の一括代行事務に要する金額の見直し

について」を受けて調査審議した結果、結論を得たので、納本制度

審議会規程（平成 9 年国立国会図書館規程第 1 号）第 2 条第 1 項の規定

に基づき答申する。  

平成28年3月23日 
第27回納本制度審議会
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答申 

国立国会図書館法第二十五条の規定により納入する出版物の

代償金額に関する件（昭和 50 年国立国会図書館告示第 1 号）第 2

項第 2 号に規定する納入の一括代行事務に要する金額の見直

しについて 

１ 納入の一括代行事務に要する金額（以下「代行手数料」という。）は、

納入資料 1 点につき 150 円とすることが適当である。 

この場合、出版物の納入事務を一括して代行する者として国立国会

図書館長が指定する者（以下「納入代行者」という。）において、納入漏

れの防止に効果的な措置を採るものとする。 

２ 納入代行者が、さらに進んで、組織的・系統的な納入漏れ防止措置

を講じ、その実施を国立国会図書館において確認することができた場

合には、代行手数料は、納入資料 1 点につき 170 円に改定することが

適当である。 

３ 上記２の改定に当たっては、国立国会図書館は、事前に当該措置の

実施について納本制度審議会代償金部会に報告し、その承認を得るも

のとする。 

（根拠及び考え方） 

（1）書籍取次業の委託手数料率（マージン率） 1を主たる基準値として，

これに書籍の平均定価 2,363 円（平成 22 年） 2を乗じ，別途加算され

る国立国会図書館への送料及び返本率約 4 割 3を考慮した。その結果、

代行手数料の水準は、納入資料 1 点当たり 150 円から 170 円の範囲と

考えることができる（代行手数料水準の算出方法については、別添のとお

り）。 

1 書籍取次業の委託手数料率（マージン率）は、平均 8～10％とされている（公

正取引委員会『書籍・雑誌の流通・取引慣行の現状』（平成 20 年）,p.11 同委員

会ホームページ<http://www.jftc.go.jp/pressrelease/08.july/080724tenpu01. 

pdf>）。 
2 書籍の平均定価は、「日本の出版統計」『出版ニュース』2011 年 5 月中･下旬号

による。本体部分のみの価格（税抜価格）である。 
3 2007年の書籍の返品率（返本率）は、金額基準で39.4％、部数基準で42.6％で

あった（公正取引委員会、前掲注1, p.1）。 
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（2）納入代行者は、納入代行による納入漏れの防止及び事務処理の合理

化に関する能力と経験を勘案し、国立国会図書館長が指定する者であ

るから、国立国会図書館は、代行手数料の改定に当たって、これらの

能力の発揮の状況を考慮することが適当である。 

  現行の代行事務において、納入漏れが相当数発生し、納本督促事務

に多くの時間と手間を費やしている事実があり、その原因の一つとし

て、出版者（社）による納本指定（代行者の再委託の下に納入事務を行

う取次会社に対し国立国会図書館に納入すべき書籍を指定すること）に従

って納入代行を行っていることが考えられる。 

  納入漏れの防止に効果的であるかどうかは、代行事務の品質を評価

する上で欠かせない基準・尺度であり、代行手数料の決定において考

慮すべき要素である。 

現行の代行の方式は、納入漏れ防止の効果が不十分であると評価せ

ざるを得ない。出版者（社）及び取次会社担当者の意思・認識に依存

しない組織的・系統的な納入代行の方式を採ることが必要であると考

える。 

このような観点から、代行手数料は、類似業務の手数料、物価上昇

率等の要素を勘案しつつ、150 円を下限とし、組織的・系統的な納入

漏れ防止措置の導入・実施の状況に応じ、170 円を上限として、決定

することが適当である。 

組織的・系統的な納入漏れ防止措置としては、例えば、納入代行者

が取り扱う全ての書籍等の出版者（社）との間に、出版者（社）から

納入代行者に取扱いを委託された書籍のうちの各 1 部を国立国会図書

館への納入に充てることを明文に規定した代行納入契約を締結し、そ

の履行の確保に努めることが考えられる。
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〔別添〕代行手数料水準の算出方法について 

 代行手数料改定額の適正価格帯のうち、最高額の 170 円は、〔A〕現

在の書籍の郵送料金の最低金額から、送料税込実費を差し引いた金額

を税抜価格に換算した金額（142.36 円）と、〔B〕現行の代行手数料額

に物価上昇率を乗じた金額（192.12 円）の中間値（167.24 円）を 10 円

単位に切り上げた金額である。 

また、最低額の 150 円は、〔A〕の金額を 10 円単位に切り上げた金

額である〔注〕。 

〔注〕代行手数料を〔A〕の金額未満に設定した場合、送料税込実費を加え

た金額が、現在の書籍の郵送料金の最低金額を下回るため、納入の一括代行

事務に要する費用を回収する水準に達しておらず適切でないと考えられる。

142.36 円を 10 円単位に四捨五入すると 140 円になるが、この金額は上記の

理由により適切でないと考えられるため、切り上げの方法を用いた。 

  代行手数料の金額は、現状では、経費の積算、見積り又は入札的な

決定により算出することはできない。このため、①代行手数料の制定

時と現在の消費者物価指数を比較し、この間の物価上昇率を現行の手

数料に乗じた金額、②出版取次業者が出版者から受け取る平均的な取

次手数料（マージン率）、③現在の書籍の郵送料金の最低金額の 3 つの

観点から、それぞれ参考価格を算出し、この参考価格を踏まえて、適

正な改定額を導出することとした。 

各参考価格は、①が 192.12 円、②が 159.97 円～207.23 円、③が

180 円である。 

この 3 つの参考価格のうち、最も説得力のある値は、②のマージン

率に基づいて算出した金額（159.97 円～207.23 円）であるが、約 4 割と

いう返本率（これに対して国立国会図書館への納入には返本リスクがない

こと）を考慮すると、当該金額をそのまま改定額の適正な価格帯とす

ることには、過払いの懸念がある。 

このため、③の郵送料金の最低金額から送料を差し引いた金額（国

立国会図書館の場合、送料は代行手数料とは別に納入代行者に支払ってい

るため）を税抜価格に換算した 142.36 円を最低額、①の 192.12 円を

最高額とする価格帯の中間値である 167.24 円を 10 円単位に切り上げ

た 170 円を、改定額の素案として検討した。 

170 円という金額については、改定額としておおむね妥当であると
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考えられるところ、納入漏れの防止のための抜本的な措置を条件とす

れば 170 円でも良いが、現状又は若干の改善のままであれば 150 円若

しくは 160 円が妥当ではないかとの指摘もあり得るところである。ま

た、抜本的な納入漏れ防止措置を講じるという条件付きで段階的に手

数料額を引き上げる場合には、高い方の金額と低い方の金額に差があ

ることが望ましいとも考えられる。 

以上の点を踏まえると、代行手数料の改定額は、170 円を最高額と

し、150 円（142.36 円を 10 円単位に切り上げた金額）を最低額とする価

格帯の範囲内、すなわち 150 円～170 円とするのが妥当であると考え

られる。 
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